
高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（１）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
通則法第２９条第２項第２号の業務運 るためとるべき措置 3.58 3.36 3.73 3.744.27

営の効率化に関する事項は、次のとおり
とする。

１ 機構の組織体制については、業務の効果 １ 効果的な業務運営体制の確立 １ 効果的な業務運営体制の確立
的実施等の観点から、適宜弾力的に見直す 機構の組織体制については、業務の効果的 ○業務運営体制について、業務の効果的かつ効率的な実施の観点から、以下
こと。 実施等の観点から、適宜見直しを行う。 のような見直しを行った。

・高齢者事業本部（大手町事務所）を主たる事務所（竹芝）に移転（平成
16年４月）

・７カ所の駐在事務所のうち札幌及び広島の両駐在事務所並びに５カ所の
障害者雇用情報センターの計７カ所の施設を廃止し、存続する５カ所の
駐在事務所に統合（平成17年４月）

・地方高齢法人及び地方障害法人に委託している業務の効率的実施を図る
ため、両法人に地方法人統合に向けた働きかけを行い、平成18年度末ま
でに35府県で地方法人の統合が実現（平成19年度に残り12都道県のうち
11都道県で統合）

・地域障害者職業センターの管理業務について、業務の効率的な実施の観
点から、一部の地域（全国で４ヵ所、計８センター）において、試行的
に２ヵ所の事務を１人の事務職員で処理することにより、その実施体制
の見直しについて検討

・せき髄損傷者職業センターについて、業務の効率的・効果的実施の観点
から、課の統合等による合理化（業務３課を１課に統合）及び、地域障
害者職業センターにおける発達障害者等の支援が困難な対象者の増加に
対応した体制の強化について検討を進め、平成19年４月から業務実施体
制の見直しを実施

２ 一般管理費などの経費（人件費のうち退 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等
職手当に係る経費を除く ）については効率 一般管理費などの経費（人件費のうち退職 ○一般管理費などの経費については、この経費（精神障害者の雇用の段階に。
的な利用に努め、中期目標の期間の最後の 手当に係る経費を除く ）については効率的 応じた体系的支援プログラムに係る経費を除く ）の平成14年度と比べて。 。
事業年度において、この経費（精神障害者 な利用に努め、人件費の抑制や施設管理費等 10.1％（人件費10.3％・一般管理費9.1％）に相当する額と、精神障害者
の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム の縮減により、中期目標の最後の事業年度に の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに係る経費の事業開始後１
に係る経費を除く ）の平成１４年度と比べ おいて、この経費（精神障害者の雇用の段階 年間（平成17年度下半期及び平成18年度上半期）と比べて2.0％（人件費。

） 。（ 、て１３％程度に相当する額と、精神障害者 に応じた体系的支援プログラムに係る経費を 2.0％・一般管理費2.0％ に相当する額を合計した額を節減した なお
の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム 除く ）の平成１４年度と比べて１３％程度 平成19年度は既定分で13.5％（人件費13.4％・一般管理費13.7％）精神障。
に係る経費の事業開始後１年間（平成１７年 に相当する額と、精神障害者の雇用の段階に 害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに係る経費で4.0％（人件
度下半期及び平成１８年度上半期）と比べて 応じた体系的支援プログラムに係る経費の事 費4.0％・一般管理費4.0％）に相当する額を節減する ）。
４％程度に相当する額の合計額を節減するこ 業開始後１年間（平成１７年度下半期及び平
と。 成１８年度上半期）と比べて４％程度に相当

する額を合計した額を節減する。

」 」 、「 」 、「行政改革の重要方針 （平成１７年１２ 「行政改革の重要方針 （平成１７年１２月 ○さらに 行政改革の重要方針 による人件費削減の取組の状況については
平成18年度末現在で、中期計画に記載されている基準額と比較して3.0月２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度 ２４日閣議決定）を踏まえ、平成１８年度以
％に相当する額を節減した。以降の５年間において、国家公務員に準じた 降の５年間において、平成１７年度（精神障

人件費削減の取組を行うこと。これを実現す 害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログ
るため、現中期目標期間の最終年度までの間 ラムに係る人件費については事業開始後1年 ○人件費削減に係る給与制度改革の取り組みは次のとおり。
においても、必要な取組を行うこと。 間）を基準として５％以上の額の節減（退職 (平成15年度)

併せて、国家公務員の給与構造改革を踏ま 手当及び福利厚生費（法定福利費及び法定外 ・俸給の引き下げ（▲1.09％）
え、給与体系の見直しを進めること。 福利費）並びに人事院勧告を踏まえた給与改 ・役員について本俸月額の引き下げ（▲1.20％）

定部分を除く を行う これを実現するため ・配偶者に係る扶養手当の月額引き下げ（▲500円）。） 。 、
現中期目標期間の最終年度までの間において ・住居手当の支給要件見直し（新築を除き持家にかかる手当を廃止）、
平成１７年度を基準として１％以上の額（精 (平成16年度)
神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プ ・役員について本俸月額の引き下げ（▲6.0％）
ログラムに係る経費を除く ）と、精神障害者 ・調整手当異動保障期間の短縮。
の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム ・通勤手当の支給要件見直し（１箇月単位→６箇月単位）
に係る人件費の事業開始後１年間と比べて１ ・寒冷地手当の支給地域の縮小、支給額の引き下げ
％以上の額を合計した額を節減する。 (平成17年度）
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併せて、国家公務員の給与構造改革を踏ま ・俸給の引き下げ(▲0.37％)
え、地域別給与水準の見直し、年功カーブの ・配偶者に係る扶養手当の月額引き下げ（▲500円）
見直し等を実施する。 ・調整手当支給割合の引き下げ（100分の9又は100分の7から段階的引き下

げ）
・役員について特別調整手当支給割合の引き下げ（100分の12から段階的引

き下げ）
・調整手当の異動保障の廃止
・準特地勤務手当の廃止
(平成18年度)
・俸給の引き下げ(平均▲4.8％)
・役員について本俸月額の引き下げ（▲7.0％）
・賃金カーブのフラット化（中高年層については最大約７%の引き下げ）
・昇給幅の細分化と昇給抑制（１号俸を４分割し、昇給幅を分割後の３号

俸に抑制）
・俸給表及び等級の整理統合（俸給表を５表から３表へ、等級を最大８等

級から５等級へ）

（ 。） 、また、業務経費（事業主等に支給する障害 また、業務経費（事業主等に支給する障害 ○業務経費 事業主等に支給する障害者雇用調整金等を除く については
者雇用調整金等を除く ）については、毎年 者雇用調整金等を除く ）については、毎年 平成16年度にあっては平成15年度の1.0％の額、平成17年度にあっては精。 。
度１％以上の額を節減すること。ただし、平 度１％以上の額を節減する。ただし、平成１ 神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに係る業務経費を
成１７年度については当該年度に事業を開始 ７年度については当該年度に事業を開始する 除いて平成16年度の4.3％の額、平成18年度にあっては精神障害者の雇用
する精神障害者の雇用の段階に応じた体系的 精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援 の段階に応じた体系的支援プログラムに係る平成18年度上半期の業務経
支援プログラムに係る業務経費を除いて平成 プログラムに係る業務経費を除いて平成１６ 費を除いて平成17年度の3.3％の額を節減した。
１６年度の１％以上の額を、平成１８年度に 年度の１％以上の額を、平成１８年度につい
ついては精神障害者の雇用の段階に応じた体 ては精神障害者の雇用の段階に応じた体系的 ○更に予算執行において、業務運営の効率化等による経費節減を図るため、
系的支援プログラムに係る平成１８年度上半 支援プログラムに係る平成１８年度上半期の 以下のことに取り組んだ。
期の業務経費を除いて平成１７年度の１％以 業務経費を除いて平成１７年度の１％以上の 【一般管理費】
上の額を、節減すること。 額を、節減する。 （平成16年度）

・総合センター等における設備管理・清掃委託等の競争入札及び仕様見直し
・竹芝事務所清掃委託等の見直し
・竹芝事務所・総合センターの光熱水料等節減
・喫煙室の廃止による減
（平成17年度）
・総合センターにおけるガス料金見直し
・総合センターにおける清掃委託の仕様見直し
・総合センターにおける設備管理等の競争入札実施
・竹芝事務所・総合センターの光熱水料の節減
（平成18年度）
・一般競争入札の推進
・総合センターにおける水道料金の節減
・総合センターにおける電気料金の節減

【業務経費】
（平成16年度）
・事業広告及び印刷物等における仕様の見直し、一括発注等による節減
・地域センターにおける通信運搬費・光熱水料の節減
・業務用自動車借上げの一括発注
（平成17年度）
・複数契約の一元化による競争入札の実施
・納付金申請のＯＣＲ読みとり化によるパンチ処理料の節減
・せき髄損傷者職業センター建物持ち分割合見直しによる節減
・地域センターにおける厚生経費の節減
・地域センターにおける光熱水料の節減
・札幌・広島駐在事務所の組織見直しによる運営経費の節減
・障害者雇用情報センターの廃止による運営経費の節減
・システム回線料の見直し
（平成18年度）
・一般競争入札の推進
・事業広告の一括発注
・印刷物等の一括発注
・駐在事務所の展示スペース廃止等による借料の節減
・システム機器保守方法の見直し

○年度ごとの推移については以下のとおり。
【一般管理費などの経費（対平成14年度比較 】）
（既定経費）
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平成16年度 予算 節減率 △ 4.7％
決算 執行率 96.6％

平成17年度 予算 節減率 △ 7.0％
決算 執行率 93.9％

平成18年度 予算 節減率 △10.1％
決算 執行率 94.3％

平成19年度 予算 節減率 △13.5％

（精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに係る経費）

平成18年度 予算 節減率 △ 2.0％
決算 執行率 99.4％

平成19年度 予算 節減率 △ 4.0％

【業務経費（対前年度比較 】）

平成16年度 予算 節減率 △ 1.0％
決算 執行率 90.7％

平成17年度 予算 節減率 △ 4.3％
決算 執行率 92.7％

平成18年度 予算 節減率 △ 3.3％
決算 執行率 94.0％

平成19年度 予算 節減率 △ 1.3％

３ 機構が行う障害者の雇用に関する技術的 ３ 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 ３ 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、講習及び啓発の事業規模の
事項に関する研究、調査、講習の事業、障 講習及び啓発の事業規模の配慮 配慮
害者の雇用について事業主その他国民一般 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 ○障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、講習及び啓発事業については、
の理解を高めるための啓発の事業について 講習及び啓発の事業については、障害者雇用 障害者雇用調整金、報奨金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支
は、障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業 調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金 給状況を把握し、各種助成金の支給に支障が生じないよう、その事業規模
障害者特例調整金及び在宅就業障害者特例報 及び在宅就業障害者特例報奨金並びに障害者 に配慮して実施した。
奨金並びに障害者雇用納付金制度に基づく 雇用納付金制度に基づく各種助成金の支給に
各種助成金の支給に支障をきたさないよう 支障が生じないよう、その事業規模に配慮す
に、その事業規模について配慮すること。 る。

４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する ４ 給付金及び助成金業務の効率化 ４ 給付金及び助成金業務の効率化
事業主又はその事業主の団体に対しての給 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ○給付金・助成金の支給業務については、１件あたりの平均処理期間を短縮
付金、障害者雇用納付金制度及び障害者雇 業主又はその事業主の団体に対しての給付 するため、以下のような措置を講じた。
用継続援助事業に基づく助成金の支給業務 金、障害者雇用納付金制度及び障害者雇用継
については、厳正な審査を引き続き実施し 続援助事業に基づく助成金の支給業務につい ①申請様式の簡略化、添付書類の簡素化等による合理化の推進
つつ、事務手続きの効率化、審査能力の向 ては、支給申請の際のトラブル防止のため、 ・添付書類の一部廃止・簡素化（給付金・助成金）
上等により、中期目標の最終年度には、１ 事業主等に対して、支給申請書等の記入方法 ・地方高齢法人・地方障害法人から機構への早期進達の徹底（給付金・助
件当たりの平均処理期間（支給申請の受付 等の教示など事前相談を行うとともに、申請 成金）
から支給決定までの期間）を１０％短縮す から支給決定までの期間等について十分な説 ・処理能力を向上させたシステムに更改（給付金）
ること。 明を行う。また、適正支給の観点に留意しつ ・支給決定通知書を「圧着ハガキ」に変更（給付金）

つ、事務手続きの効率化を図るとともに、給 ・支給申請書のプレプリント化（助成金）
付金及び助成金の支給業務の一部を委託する ・パソコン作成用様式のダウンロードファイルのホームページ掲載（助成
公益法人（以下給付金受付業務を委託する公 金）
益法人を「地方高齢法人 、助成金受付業務」
を委託する公益法人を「地方障害法人」とい ②事業主等に分かりやすい資料の作成配布
う ）における申請内容の確認の強化、審査 ・給付金・助成金ごとにパンフレット等を作成。
能力の向上等を図るため、①申請様式の簡略 ・パンフレット等の作成にあたっては、重要な部分を色づける、申請から
化 添付書類の簡素化等による合理化の推進 給付までの流れ図を掲載する等、事業主等が理解しやすいように工夫す、 、
②事業主等に分かりやすい資料の作成配布、 るとともに、事業主アンケートの要望を踏まえた改善（添付書類の説明
③手続等の周知徹底に関する会議を定期的に 部分の充実）を実施
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設け、委託先の公益法人の助成金担当者の質
の向上を図る等の取組を行い、中期目標の最 ③手続等の周知徹底に関する会議の開催
終年度には、１件当たりの平均処理期間（支 ・業務担当者全国会議、業務担当者ブロック会議（６ブロック）等を毎年度
給申請の受付から支給決定までの期間）を１ 開催
０％短縮する。

○特に平成18年度においては、継続雇用定着促進助成金の駆け込み申請による
給付金の申請件数の急増（上半期で前年度同期の約２倍）に対応した平均処
理期間の短縮に向けた以下の緊急対策を実施するとともに、助成金におい
ても処理件数が増加（前年度比19.3％増）する中で平均処理期間の短縮に
努めた。その結果、給付金・助成金の１件当たりの平均処理期間は、平成1
8年度において、処理件数が増加（平成14年度比39.9％増）する中で、目標
を大きく上回る短縮（平成14年度比17.5％）を実現した。

（緊急対策のポイント）
・支給決定通知等のためのデータ処理プロセスを大幅に効率化したシステム

の更改
・外部問合せ等の付随業務に関する部内あげての応援体制づくり、臨時職員

の活用等、進捗状況管理の厳格化等による審査体制の強化
・地方高齢法人に対しては、支給申請書の処理期間 日以内を厳守するよう20

に指導（超えた場合は、遅延理由書を提出）

○処理件数と平均処理期間の推移については、以下のとおり。
平均処理期間 短縮率

平成14年度 63,677件 93.2日 －
平成15年度※ 69,779件 87.3日 6.3％
平成16年度 65,154件 77.0日 17.4％
平成17年度 73,269件 81.4日 12.7％
平成18年度 89,093件 76.9日 17.5％

※平成15年度実績は、平成15年４月～９月までの旧高年齢者雇用開発協会
と旧日本障害者雇用促進協会の実績及び平成15年10月～平成16年３月ま
での高齢・障害者雇用支援機構の実績を合わせた参考数値

５ 職業リハビリテーション業務に係る業務・ ５ 業務・システムの最適化 ５ 業務・システムの最適化
システムの最適化のため、システム構成及び 職業リハビリテーション業務に係る業務・ ○中期目標、中期計画及び平成18年度計画に従って、職業リハビリテーショ
調達方式の見直し等を行うことにより、シス システムの最適化のため、システム構成及び ン業務に係る業務・システムの最適化のため、支援事業者の支援を受けな
テムコスト削減、システム調達における透明 調達方式の見直し等を行うことにより、シス がら現行の業務処理における課題等を整理の上 「企画段階計画書」を作成、
性の確保及び業務運営の合理化を図ること。 テムコスト削減、システム調達における透明 し、この計画書に基づき当該業務・システムに関する刷新可能性調査を総

。 、 、このため、当該業務・システムに関する刷 性の確保及び業務運営の合理化を図る。 務省のガイドラインに沿って適切に実施した その結果 平成18年度では
新可能性調査を実施し、これを踏まえ平成１ このため、当該業務・システムに関する刷 機器・ソフトの老朽化への対応、調達手順の合理化、システム機能不足へ
９年度までに最適化計画を策定し、公表する 新可能性調査を平成１８年度中に実施し、こ の対応、セキュリティ対策強化等を内容とする「刷新可能性調査報告書」
こと。 れを踏まえ平成１９年度までに最適化計画を 及び「現行体系」を作成した。

策定し、ホームページで公表する。当該最適
化計画においては、業務運営の効率化・合理 ○これを踏まえ平成19年度には、職業リハビリテーション業務に係る業務・
化に係る効果・目標を数値により明らかにす システム見直し方針を定めて、最適化計画を策定する予定である。
る。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（２）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
の業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 標を達成するためとるべき措置 3.67 3.64 3.91 3.82 3.76

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

１ 関係者のニーズ等の把握 １ 関係者のニーズ等の把握 １ 関係者ニーズ等の把握
事業主団体、障害者団体等と情報交換を 事業主団体、障害者団体等と情報交換を行

行うとともに、機構の業務に関する要望、 うとともに、機構の業務に対する意見等を障 ○使用者代表、労働者代表、障害者代表及び学識経験者からなる評議員会を
意見等を聞くことを目的とする場を設ける 害者、事業主、学識経験者等から聞く場を設 設置・開催し、関係者ニーズの把握に努めた。
こと。 定する。

ここでの意見も踏まえてニーズに即した業 ○評議員会の開催状況は以下のとおり。
務運営を行うため、必要な措置を柔軟に実施 平成15年度 平成16年１月19日（月）
する。 平成16年度 平成16年７月28日（水）

平成17年度 平成17年７月13日（水）
平成18年度 平成18年７月11日（火）

２ 業績評価の実施及び公表による業務内容の ２ 業績評価の実施及び公表に関する業務内容 ２ 業績評価の実施及び公表に関する業務内容の充実等
充実等 の充実等

適正な業務の推進に資するため業績評価を 適正な業務の推進に資するため業績評価を ○業績評価実施規程に基づき機構の部長を委員とする内部評価委員会及び学
行い、業務運営に反映する。 行い、業務運営に反映する。 識経験者で構成する外部評価委員会（本委員会及び職業リハビリテーショ

さらに、業務内容の透明性を高め、業務内 さらに、業務内容の透明性を高め、業務内 ン専門部会）を設置し、毎年度の業務実績について内部評価委員会及び外
容の充実を図る観点から、業績評価の結果や 容の充実を図る観点から業績評価の結果や機 部評価委員会による業績評価を実施した。
機構の業務の内容について、ホームページ等 構の業務の内容について、ホームページ等に
において、積極的、かつ分かりやすく公表す おいて 積極的 かつ分かりやすく公表する ○業務内容の透明性を高めるため、機構の業務内容、中期目標・中期計画・、 、 。
ること。 年度計画のほか、毎年度の業務実績と外部評価委員会による評価結果を、

全体をわかりやすく説明した「業績評価総括書」を付けて、ホームページ
において公表した。

○内部評価委員会において、業務進捗状況を定期的に把握・分析を行うとと
もに、平成18年度には進捗管理重点テーマを設定し、進捗が遅れている業

、 。務の原因分析・改善を行うことにより ＰＤＣＡサイクルの徹底を図った

○業績評価結果については全ての職員に毎年度周知するとともに、平成18年
度においては、第３四半期までの業務進捗状況について個々の職員にメー
ルで配信することにより、中期計画の達成に向けた職員の意識の一層の向
上を図った。

３ 高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供 ３ 高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供 ３ 高年齢者等や障害者の雇用情報の提供
高年齢者等や障害者の雇用問題等に関する 機構において収集した高年齢者等や障害者 ○より親しみやすい、わかりやすいホームページを目指し、アクセシビリテ

情報をホームページにおいて公表し、高年齢 の雇用問題等に関する情報については、事業 ィに配慮したコンテンツの充実と提供形式の工夫を重ねた。
者等や障害者の雇用問題等に関する情報の効 主等に対し、広く利用されるようインターネ
率的な活用と国民の理解の促進を図ること。 ット上のホームページに公表し、利用者ニー ○週１回の定期更新のほか、必要に応じて随時更新を行い、最新情報の提供

ズの把握や定期的な内容の更新等に努めつつ に努めた。、
，当該ホームページへの年間アクセス件数が１

０００，０００件以上となるようにする。 ○ホームページの年間アクセス件数は、以下のとおり年々増加し、既に中期
計画の目標を大きく上回った。

平成15年度（下半期） 971,949件
平成16年度 2,502,737件
平成17年度 4,546,212件
平成18年度 5,912,916件

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（３）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.00 3.18 3.55 3.55 3.32

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事業主又はその事業主の団体に
業主又はその事業主の団体に対して給付金を 業主又はその事業主の団体に対して給付金を 対して給付金を支給することに関する事項
支給することに関する事項 支給することに関する事項

高年齢者等の雇用の安定を図る観点から 高年齢者等の雇用の安定を図る観点から、、
定年の引上げ、継続雇用制度の導入等によ 定年の引上げ、継続雇用制度の導入等による
る高年齢者等の雇用の確保や再就職援助等 高年齢者等の雇用の確保や再就職援助等を図
を図るため、機構が実施する各種給付金支 るため、機構が実施する各種給付金支給業務
給業務については、法律の目的に則り、適 については、その政策目的に則り、適正かつ
正かつ効率的な運営を図ること。 効率的な運営を図る。

(1) 給付金の支給申請事業主等の利便性を図る (1) 事業主等に対する制度の周知・広報 (1) 事業主等に対する制度の周知・広報
ため、支給要件、助成額、申請窓口等をホー
ムページ等で公開すること。 ① 事業主等の利便性を図るため、機構におい ○支給要件等に変更があった場合のホームページでの公開状況は、以下のと

て支給する各種給付金の支給要件、助成額、 おりであり、変更があった年度はいずれも中期計画の目標を達成した。
申請窓口の所在地等をホームページ等で公開
するとともに、支給要件等に変更があった場 平成15年度（下半期） －（変更なし）
合は当該変更が確定した日から、７日以内に 平成16年度 ５日以内に公開
ホームページ等で公開する。また、機構にお 平成17年度 変更日と同日に公開
いて支給事務を行う助成金以外のものであっ 平成18年度 －（変更なし）
ても、高年齢者等の雇用の確保や再就職援助
等と関連性を有する助成金については、併せ ○他法人が支給業務を行う高年齢者等の雇用と関連する助成金（３種類）に
てその内容について情報提供を行う。 ついても、当該法人のホームページにリンクを貼ることにより、情報提供

を行った。

② 重点的に周知・広報を行うべきと認められ ○「高年齢者等共同就業機会創出助成金」の周知・広報について、以下のよ
る給付金については予算の範囲内で、新聞広 うな重点的な取組を行った。
告、一般誌の広告等を活用して周知を図る。 ・主要５大全国紙等への申請受付期間等の広告掲載（毎年度）

・高年齢者等共同就業機会創出助成金活用状況等把握調査及び活用事例集の
作成・配布（平成16年度以降毎年度）

・活用事例のホームページへの掲載（平成17年度以降毎年度）

③ 各種給付金のパンフレットや支給申請の手 ○事業主等の利便性を図るため、給付金の種類ごとに「支給申請の手引 ・リ」
引等を作成し、地方高齢法人の事務所におい ーフレット・制度改正に関する「お知らせ」等を作成し、地方高齢法人、
て配布するとともに、職業安定機関その他の 職業安定機関等を通じて事業主等に配布した。
関係機関における配布など連携を図る。

(2) 高年齢者等の雇用に関する事業主等への給 (2) 適正な支給業務の実施 (2) 適正な支給業務の実施
付金支給については、職業安定機関と密接な
連携を図る体制を確保し、適切な情報提供等 ① 適切な支給事務を行うため、機構と地方高 ○給付金業務担当者会議を毎年度開催し、地方高齢法人と密接な連携を図っ
を図ることにより、適正な支給業務の実施を 齢法人は、給付金業務担当者会議を少なくと た。
図ること。 も年１回開催し、支給業務に関する問題点等

について情報交換を行い 密接な連携を図る ○会議の開催状況は以下のとおり。、 。
・給付金業務担当者全国会議（毎年度）
・給付調査員等（不正受給防止担当）会議（平成16年度以降毎年度）

（ ） （ ）・給付金業務地区別 ６ブロック 担当者研修会 平成16年度以降毎年度

② 不正受給防止を図るため、受給事業主等に ○機構本部職員及び各地方高齢法人の給付調査員等（不正受給防止担当）に
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対する必要な情報収集や実態調査等を実施す よる事業所訪問調査、現況確認調査を計画的に実施した。
る。また、不正受給が発生した場合は、再発
防止の観点から、その原因を究明し、地方高 ○給付金ごとに「審査・点検要領」を作成し、適正かつ迅速に支給業務を実
齢法人及び都道府県労働局その他関係機関に 施するよう努めた。
対して適切な情報提供を行う。

○不正受給の発覚（平成15年度２件、平成16年度１件、平成18年度１件）に
際しては、速やかに支給決定を取り消し返還させる（すべて返還済み）と
ともに、原因を究明の上、地方高齢法人等の関係機関に情報提供を行い、
再発防止措置を講じた。特に、平成18年度に発覚した高年齢者等共同就業
機会創出助成金に係る悪質な詐取事案を踏まえ、チェックリストを活用し
た防止策の実施、行政が保有する労働保険データとの照合による事業所実
在確認、無予告の事業所訪問による厳正な調査の実施等による不正受給防
止対策の強化を図った。

③ 機構及び地方高齢法人は、厚生労働省又は ○機構本部と厚生労働省との情報交換及び地方高齢法人と都道府県労働局と
都道府県労働局等その他関係機関との間にお の情報交換を定期的に実施し、給付金支給業務の適切な実施を図った。
いて、支給業務の問題点等に対する情報交換
等を定期的に行う体制を確立し、適切な支給
業務の実施を図る。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（４）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.33 3.55 3.91 3.91 3.68

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ に対して相談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項

高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用管 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の自
理改善、再就職援助措置等の実施、高年齢者 主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改善、
等の多様な就業ニーズに応じた就業機会の確 再就職援助措置等の実施、高年齢者等の職業
保を図るために 職業安定機関と連携しつつ の安定を図るための多様な就業機会の確保に、 、
事業主等に対して必要な支援を実施するこ 関して、事業主等に対する支援を職業安定機
と。 関と十分に連携しつつ、効果的に実施する。

(1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・ (1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・ (1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助等の実施
援助等の実施 援助等の実施

６５歳までの安定した雇用の確保、高年齢 高年齢者雇用確保措置、高年齢者等の雇用
者等の雇用管理改善及び再就職援助措置等の 管理改善、再就職援助措置等の実施について
効果的な実施に資するため、高年齢者雇用ア は、定年の引上げ、継続雇用制度の導入又は
ドバイザー等を活用して、執行の効率化を図 雇用管理改善、再就職援助計画の作成等に取
りつつ、毎年度延べ３０，０００件（※）の り組もうとする又は取り組む必要がある事業
事業主等に対する高年齢者等の雇用の技術的 主に対し、高年齢者雇用アドバイザー等によ
問題全般に関する相談・援助を行い、実施後 る相談・援助を実施する。
はアンケート調査を実施し、雇用管理の改善
を進める上で効果があった旨の評価を概ね７
０％以上得られるようにすること。 ① 事業主の取組を促進する際に課題となる賃 ○改正高年齢者雇用安定法を踏まえ、定年の引き上げ、継続雇用制度の導入

また、高年齢者雇用アドバイザー等の業務 金・退職金制度、人事管理制度等の見直し等 等による65歳までの安定した雇用の確保を図るために必要な措置（高年齢
については、質の向上を図ること。 について、高年齢者雇用アドバイザーが、事 者雇用確保措置）の導入及び高年齢者等の雇用管理改善についての事業主

（※参考：１４年度実績延べ２８，５９０ 業主等に対して、ニーズの把握に努めつつ、 の自主的な取組を促進するため、賃金・人事処遇制度の見直し、職業能力
件） 適切な訪問計画を作成し、毎年度延べ３０， の開発・向上、作業施設の改善等、諸条件の整備に関する専門的かつ実務

０００件（※）の訪問による相談・援助を計 的な相談に応じ、課題解決のための援助を積極的に行った。
画的かつきめ細かく実施するとともに、高年
齢者の継続雇用に当たっての条件整備に関す ○高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助の実施件数は、以下のとおり
る具体的な解決案を提案するなど企画立案の であり、毎年度中期計画の目標を上回った。
援助を積極的に実施する。実施後は、利用事
業主等に対してアンケート調査を実施し、有 平成15年度（下半期） 15,560件
効回答のうち概ね７０％以上の利用事業主等 平成16年度 30,997件
から雇用管理の改善を進める上で効果があっ 平成17年度 33,254件
た旨の評価が得られるよう質の向上を図る。 平成18年度 32,150件

（※参考：１４年度実績延べ２８，５９０
件） ○利用事業主等に対するアンケート調査の結果については、自由記述欄を含

め効果を分析し、その結果を地方高齢法人にフィードバックし、一層充実
した相談・援助を行うよう指導した。

○利用事業主等から雇用管理の改善を進める上で効果があった旨の評価が得
られた割合は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回
る高い評価を得た。

平成15年度 85.5％
平成16年度 91.2％
平成17年度 94.9％
平成18年度 92.2％

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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、② 高年齢者雇用アドバイザーが持っている企 ○高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助活動を効果的に実施するため
業診断ノウハウを補完するために開発された 企業診断システムを積極的に活用した。
企業診断システムを利用して、訪問先企業内
の高齢化の現状と経営者の考え方、継続雇用 ○本システムについては、高年齢者雇用安定法及び労働安全衛生法の改正に
制度の制度化へ向けた企業での実態や課題等 対応するため、診断項目の見直し等を行った。また、高年齢者雇用アドバ
を把握することにより、相談・援助活動を効 イザーに対して、本システムを活用した効果的なアドバイス方法等につい
果的に実施する。このため、本システムの活 て実践的な研修を実施した。
用実績について毎年度１，５００回（※）を
目指し、積極的な運用を図る。 ○企業診断システムの活用実績は、以下のとおり年々増加し、平成16年度以
（※参考：１４年度実績１，３３５回） 降は毎年度中期計画の目標を上回った。

平成15年度（下半期） 598件
平成16年度 1,533件
平成17年度 1,814件
平成18年度 2,171件

③ 高年齢者雇用アドバイザーのより一層の質 ○定例業務報告により把握した活動実態をとりまとめ、効果的な取組、好事
の向上を図るため、活動実態の把握及び整理 例を高年齢者雇用アドバイザーにフィードバックした。また 「人事管理制、
を行い、事業主の取組を促進する際に課題と 度 「賃金・退職金制度」等をテーマに全国６ブロックにおいて事例検討」、
なる賃金・退職金制度、人事管理制度等の見 会を実施し、これらの事例をもとに活動事例集を作成、高年齢者雇用アド
直し等を実施している企業の好事例の提供や バイザーに配布し、活用を図った。
事例検討会等を実施するなど業務の活性化を
図るための具体的方策を講ずる。

④ 再就職援助措置については、周知・啓発を ○再就職支援コンサルタントによる相談・援助を計画的に実施し、求職活動
図るほか、その実施に係る相談・援助を計画 支援書の周知・啓発を行うとともに、事業主が行う再就職援助措置に対す
的に実施し事業所訪問等による相談・援助を る支援を実施した。
毎年度４，３００件（※）行う。また、相談
・援助実施後は、利用事業主等に対してアン ○再就職支援コンサルタントによる相談・援助の実施件数は、以下のとおり
ケート調査を実施し、有効回答のうち概ね７ 年々増加し、毎年度中期計画の目標を大きく上回った。
０％以上の利用事業主等から再就職援助措置
を進める上で効果があった旨の評価が得られ 平成15年度（下半期） 2,386件
るよう質の向上を図る。 平成16年度 4,888件
（※参考：１４年度実績３，９０４件） 平成17年度 5,551件

平成18年度 5,949件

○利用事業主等に対するアンケート調査結果については、自由記述欄を含め
て効果を分析し、その結果を地方高齢法人にフィードバックし、一層充実
した相談・援助を行うよう指導した。

○利用事業主等から再就職援助措置を進める上で効果があった旨の評価が得
られた割合は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回
った。

平成15年度 87.8％
平成16年度 90.6％
平成17年度 88.4％
平成18年度 92.0％

⑤ 相談・援助活動から得られた事例等情報や ○「再就職支援コンサルタント活動マニュアル」及び好事例集の作成・配付
再就職の支援などを実施している企業等の事 等により、再就職支援コンサルタントの質の向上に取り組んだ。
例を積極的に収集・整理し、再就職支援の業
務に資する。

⑥ 社会の変化や事業主の経営環境の状態等に ○高年齢者雇用アドバイザーに対しては、資格認定講習を実施するほか、実
、 、 、対応した相談・援助の技術の向上を図るた 務研修 企業診断システム研修 職場活性化研修講師養成研修等を実施し

め、高年齢者雇用アドバイザー等に対する実 相談・援助の技術の向上を図った。
務研修等を実施する。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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(2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 (2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 (2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実施
施高年齢者等の雇用問題についての認識と理 施事業主、企業における高年齢者等の雇用の

、 、解を深めるため、事業主等に対して、高年齢 実務担当者等に対し、そのニーズの把握に努 ○高年齢者等の雇用に関する理解と認識を高めることを目的として 事業主
、 、 。者雇用確保措置 高年齢者等の雇用管理改善 めつつ、高年齢者等の雇用に関して以下の講 企業における高年齢者等の雇用の実務担当者等に対する講習等を実施した

再就職援助措置の実施等高年齢者等の雇用に 習等を毎年度合計６４０回以上（※）実施す
関する講習等を実施すること。 る。 ○各種講習等の実施状況は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を

（※参考：１４年度実績３３４回） 上回った。
あわせて、中高年従業員研修に必要な助言

・指導その他の援助を行う。 平成15年度（下半期） 327回
平成16年度 709回
平成17年度 877回
平成18年度 855回

（ ）① 企業経営者・事業主団体役員等を対象とし ①企業経営者・事業主団体役員等を対象とした研修 高年齢者雇用管理研修
た研修 ○各年度の実施回数は以下のとおり。

企業の経営者層等に高齢化の進展とその対
策高年齢者等の雇用創出の重要性企業として 平成15年度（下半期） 75回
の責務等について理解と認識を深めてもらう 平成16年度 129回
とともに、職場環境及び雇用管理の改善に関 平成17年度 151回
する専門的な知識を深めてもらうため「高年 平成18年度 130回
齢者雇用管理研修」を実施する。

② 高年齢者雇用推進者を対象とした講習 ②高年齢者雇用推進者を対象とした研修（高年齢者雇用推進者講習）
各事業所において選任された「高年齢者雇 ○各年度の実施回数は以下のとおり。

用推進者」を対象に、高年齢者等の雇用の好
事例、地域別・産業別等の取組の実態などの 平成15年度（下半期）179回
情報提供及び意見交換等を行うことを目的に 平成16年度 389回
「高年齢者雇用推進者講習」を実施する。 平成17年度 478回

平成18年度 374回

③ 継続雇用制度の導入・検討が進んでいない ③職場管理者及び中高年齢従業員を対象に継続雇用に向けた意識改革と能力
企業及び既に導入しているが、運用等におい 向上を目的とした研修（職場活性化研修）
て種々の問題を抱えている企業に対して、高 ○各年度の実施回数は以下のとおり。
年齢者雇用アドバイザーが講師となり、当該
企業の職場管理者の能力向上及び意識改革、 平成15年度（下半期） 73回
中高年従業員の自己啓発促進等による職務遂 平成16年度 191回
行能力の向上を図る研修（継続雇用制度導入 平成17年度 248回
のための職場活性化研修）を実施する。 平成18年度 351回

上記の講習等については、終了後、参加者 ○各講習等の参加者にアンケート調査を実施し、自由記述欄を含めて効果を分
にアンケート調査を実施し、有効回答のうち 析し、その結果を地方高齢法人へフィードバックし、より質の高い講習等を
概ね８０％以上の参加者から高年齢者等の雇 行うよう指導した。
用を進める上で有用であった旨の評価が得ら
れるよう質の向上を図る。 ○高年齢者等の雇用を進める上で有用であった旨の評価が得られた割合は、

それぞれ以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回る高い評
価を得た。

（高年齢者雇用管理研修） （高年齢者雇用推進者講習）

平成15年度 95.8％ 平成15年度 94.8％
平成16年度 94.0％ 平成16年度 94.5％
平成17年度 91.3％ 平成17年度 93.1％
平成18年度 91.5％ 平成18年度 93.6％

（職場活性化研修）

平成15年度 97.3％
平成16年度 96.4％
平成17年度 97.1％
平成18年度 97.4％

- 10-
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○各種講習等を受講した企業を対象に、講習等の具体的効果及び今後継続的支
援を展開するうえでの企業ニーズを把握するため、受講後の雇用管理の改善
等の取組状況に関する追跡調査を実施し、そこで把握した問題点及びニーズ
を研修企画に活用した。また、追跡調査にあわせてアドバイザー等の相談に
関する希望を調査し、継続的な相談に結びつけた。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（５）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.00 3.00 3.00 3.73 3.18

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ に対して相談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項

高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用管 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の自
理改善、再就職援助措置等の実施、高年齢者 主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改善、
等の多様な就業ニーズに応じた就業機会の確 再就職援助措置等の実施、高年齢者等の職業
保を図るために 職業安定機関と連携しつつ の安定を図るための多様な就業機会の確保に、 、
事業主等に対して必要な支援を実施するこ 関して、事業主等に対する支援を職業安定機
と。 関と十分に連携しつつ、効果的に実施する。

(3) 調査研究の実施 (3) 調査研究の実施 (3) 調査研究の実施
高年齢者等の雇用管理改善、相談・援助の 高年齢者等の雇用問題に関する施策の効率

ための手法の開発等に関する調査研究を行う 的かつ効果的な実施に資するため、高年齢者
ほか、先進的な事例に取り組む事業主等と共 雇用確保措置及び高年齢者等の雇用に関する
同研究を実施する。また、高年齢者等の雇用 必要な調査研究を実施する。
の促進のために解決すべき課題について事例
の収集・提供、支援を行う。また、調査研究
等の成果については、事業主等に対し広く情 ① 実践的調査研究の実施 ①実践的調査研究の実施
報提供して有効活用を図るとともに、成果を 高年齢者等の雇用に関する調査研究、事業 ○実践的調査研究の主な実施状況は以下のとおり。
できる限り波及させること 主支援手法の開発等を実施し、機構の事業の ・職場活性化研修ニーズ把握システムの開発（平成15年度～平成17年度）

効果的、効率的な運営に資する。 ・雇用管理診断システムの開発（平成16年度～平成17年度）
・中高齢従業員の仕事能力把握ツールの開発（平成16年度～平成18年度）
・団塊の世代の就業と生活に関する意識調査（平成17年度）

② 共同研究等の実施 ②共同研究等の実施
高年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の雇

用に関する情報及び資料の収集等業務の一環 ○共同研究実施状況については、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目
として、高年齢者等の雇用確保のための条件 標を達成した。
整備に必要な調査研究を行おうとしている事
業主等との共同研究を毎年度１０件以上 ※ 平成15年度 16件（ ）
実施する。また、ワークシェアリングの導入 平成16年度 12件
等多様な就業形態の開発等により、高年齢者 平成17年度 13件
等の雇用を推進していく先進企業の事例の収 平成18年度 10件
集・提供及び支援を行う。さらに、これら研
究成果の活用、実用化を促進するため、その （平成15年度）
成果を取りまとめた後は、冊子等を作成し、 ・鋼構造物製造業における技能伝承の仕組みづくりと作業負担軽減に関する
関係機関に配布するほか、常に情報の抽出・ 調査研究 他15件
整理ができるようデータベースを構築し、当 （平成16年度）
該情報を蓄積・管理した上で、事業主等が有 ・水廻り・トイレサニタリー製品製造業における中高年女性パート従業員に
効に活用できるようホームページで速やかに やさしい生産方式の構築及び教育訓練のIT活用に関する調査研究 他11件
公開する。 （平成17年度）
（※参考：１４年度実績１１件） ・産業用機械製造業における高齢者のための人事・教育訓練制度の整備と作

業負担軽減に関する調査研究 他12件
（平成18年度）
・農業機械製造業における高齢者の有効活用のための従業員参加手法を用い

た作業可能年齢の伸長に関する調査研究 他９件

○高年齢者等の雇用を推進するため、ワークシェアリングの導入等多様な就
業形態の開発等を実施する企業について、事例の収集・提供及び支援を実
施した。
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○共同研究等の成果の普及を図るための取組は以下のとおり。
・各年度の共同研究年報を作成、関係機関、研究機関等に配布
・共同研究で得られた改善事例について職場改善支援システムに蓄積し、ホ

ームページで情報提供（平成18年度末現在 登録事例510件）
・ 高年齢者ワークシェアリング好事例集」及び「高年齢者就業形態開発好事「

例集」を配布

③ 産業別高齢者雇用推進事業の実施 ③産業別高齢者雇用推進事業の実施
学識経験者、産業団体代表者等を委員とす

る産業別の懇談会を毎年度新規に５産業団体 ○産業別懇談会の新規実施団体数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画
程度（※）について開催し、高年齢者等の雇 の目標を達成した。
用促進のために解決すべき課題等について検
討を行う。 平成15年度 ５産業団体（電気機械器具製造業、紡績業 他）

また、産業団体がその結果に基づき高年齢 平成16年度 ５産業団体（分析機器製造業、食料品等小売業 他）
者等の雇用をより一層促進するために必要な 平成17年度 ５産業団体（事務用家具製造業、外食産業 他）
ガイドラインを自主的に策定することを支援 平成18年度 ６産業団体（染色整理業、基礎工事業 他）
する。

さらに、その成果を取りまとめた後は、冊
子等を作成し、関係機関に配布するほか、常 ○平成18年度末時点で合計21産業団体について委員会を開催し、高年齢者等
に情報の抽出・整理ができるようデータベー の雇用を促進するためのガイドラインの策定支援を実施した。

、 、スを構築し 当該情報を蓄積・管理した上で
事業主等が有効に活用できるようホームペー ○ガイドライン策定支援実施団体数は以下のとおり。
ジで速やかに公開する。
（※参考：１４年度実績３産業団体） 平成15年度 ６産業団体

平成16年度 ８産業団体
平成17年度 10産業団体
平成18年度 10産業団体

○完成した各産業団体のガイドラインについては、各産業団体及び地方高齢
法人等を通じて事業主等に配布した。

○データベースを構築し、平成18年度末時点で合計19産業団体に係るガイド
ラインを登録し、ホームページで公開した。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（６）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.50 3.55 3.45 3.64 3.54

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ に対して相談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項
高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用管理 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の自主
改善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等 的な取組、高年齢者等の雇用管理の改善、再
の多様な就業ニーズに応じた就業機会の確保 就職援助措置等の実施、高年齢者等の職業の
を図るために、職業安定機関と連携しつつ、 安定を図るための多様な就業機会の確保に関
事業主等に対して必要な支援を実施するこ して、事業主等に対する支援を職業安定機関
と。 と十分に連携しつつ、効果的に実施する。

(4) 啓発広報活動等の実施 (4) 啓発広報活動等の実施 (4) 啓発広報活動等の実施
高年齢者等の雇用問題に関する情報の効率 高年齢者等の雇用について、事業主をはじ

的な活用と国民の理解の促進を図るため、高 め社会全体の意識を醸成するため、資料・情
年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の雇用に 報の収集やインターネットを活用した情報提
関する情報及び資料の収集を計画的かつ効果 供の実施、高年齢者雇用促進月間を中心とし
的に実施するとともに、事業主等に対する情 た各種行事の開催、定期刊行誌等の発行、新
報の提供については、利便性の観点からイン 聞・テレビ等マスメディアの活用等により、

。ターネット等の積極的活用を図り、各種行事 啓発広報活動を効果的かつ積極的に展開する
の開催、刊行誌の発行、マスメディア等の活
用により啓発広報活動を効果的かつ積極的に
展開すること。 ① インターネット等を活用した情報提供の実 ①インターネット等を活用した情報提供の実施

施 ○共同研究で得られた高年齢者等の作業負担軽減等の改善事例について職場
事業主等に対する情報の提供については、 改善支援システムに蓄積し、ホームページで情報提供を図った （平成18年。

インターネット等の積極的活用を図り、情報 度末現在 登録事例510件）
の内容を充実させ、事業主等の利便性に立っ
た情報提供を図るとともに、積極的な普及啓 ○高年齢者雇用開発コンテストに応募した作業改善事例や賃金・労働時間等
発を図る。 人事管理制度の改善事例等について 「高年齢者雇用開発コンテスト企業事、

例提供システム」に蓄積し、ホームページで情報提供を図った （平成18年。
度末現在 登録事例653件）

② 高齢者雇用フェスタの実施 ②高齢者雇用フェスタの実施
高年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の雇 ○高齢者雇用フェスタの開催状況は以下のとおり。

用の重要性を広く社会に浸透させ、高年齢者 （平成15年度）
等にとって働きやすい雇用環境にするために ・日程等 平成15年10月６日（月 、東京ドームシティ・プリズムホール、 ）
企業等が創意工夫を行った改善の事例を発表 ・テーマ 「雇用・就業・元気の情報ひろば」
する高年齢者雇用開発フォーラム（シンポジ ・来場者数 1,215人
ウム・研究発表会 、高年齢者雇用開発コンテ）
スト入賞企業の表彰及び企業事例の紹介・展 （平成16年度）
示等を行う「高齢者雇用フェスタ」等を開催 ・日程等 平成16年10月４日（月 、東京ドームシティ・プリズムホール他）
することにより、幅広く啓発広報活動を実施 ・テーマ 「生涯・現役」
する。その結果、アンケート調査における理 ・来場者数 2,039人
解度が増加した参加者の割合を概ね８０％以
上とするよう質の向上を図る。また、その普 （平成17年度）
及啓発活動の在り方についても、アンケート ・日程等 平成17年10月５日（水 、東京ドームシティ・プリズムホール他）
等により広く意見を求め、その内容及び方法 ・テーマ 「プロダクティブ・エイジング社会をめざして」
についてより効果的なものとする。 ・来場者数 2,633人

（平成18年度）
・日程等 平成18年10月４日（水 、東京ドームシティ・プリズムホール他）
・テーマ 「団塊世代力が活きる社会をめざして」
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・来場者数 2,678人

○アンケート調査における理解度が増加した参加者の割合は、以下のとおり
であり、毎年度中期計画の目標を大きく上回る高い評価を得た。

平成15年度 選択肢４区分：90.7％
平成16年度 選択肢４区分：94.8％
平成17年度 選択肢４区分：95.6％ 選択肢５区分：92.6％
平成18年度 選択肢５区分：92.5％

※選択肢を４区分から「どちらでもない」を含む
５区分に変更して実施

○高齢者雇用フェスタ参加者へのアンケート調査の要望等を踏まえて、事業
、主ニーズの高い高齢者の能力の具体的活用を主眼としたフォーラムの開催

高年齢者等の今後の生き方、働き方等の情報提供、年金相談等、個人にも
ターゲットをあてた出展を増やす等の改善を図った。

③ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動の ③定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動の実施
実施 ○「エルダー」の発行部数は、以下のとおりであり、平成16年度以降は毎年

高齢化対策、高年齢者等の雇用問題につい 度中期計画の目標を達成した。
て、その具体的対応事例等を掲載した定期刊
行誌を作成し、月６０，０００部（※）の発 平成15年度 月54,900部
行部数を目指すとともに、高年齢者等の雇用 平成16年度 月60,000部
に関する諸問題を解説した冊子等を作成し、 平成17年度 月60,000部
事業主等に配布する その他予算の範囲内で 平成18年度 月60,000部。 、
テレビ・新聞広告等を媒体とした啓発広報活
動を行う。
（※参考：１４年度実績 ５４，４００部） ○「高年齢者雇用問題シリーズ （小冊子 「高齢者雇用の企業事例ベストシ」 ）、

リーズ （単行本）のほか 「高齢社会統計要覧 （高齢化・高齢者雇用に関」 、 」
する統計データを取りまとめた冊子 、高齢者雇用支援のための各種パンフ）
レット等を毎年度作成し、配布した。

○各種媒体を通じて以下のような啓発広報活動を行った。
・ 高年齢者雇用支援月間」及び「高齢者雇用フェスタ」に関する新聞周知広「

告（毎年度）
・ 高年齢者雇用支援月間」及び「高齢者雇用フェスタ」に関する公共交通機「

関でのポスター掲示（毎年度）
・雑誌（ YomiuriWeekly 「AERA 「日経ビジネス」等）への広告掲載（毎「 」、 」、

年度）
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（７）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.75 3.82 4.00 3.82 3.85

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

６ 労働者に対して、その高齢期における職業 ６ 労働者に対して、その高齢期における職業 ６ 労働者に対して、その高齢期における職業生活の設計を行うことを容
生活の設計を行うことを容易にするために必 生活の設計を行うことを容易にするために必 易にするために必要な助言又は指導を行うことに関する事項
要な助言又は指導を行うことに関する事項 要な助言又は指導を行うことに関する事項

労働者が、早い段階から自らの職業生活の 労働者が早い段階から自らの職業生活の設
設計を行い、高齢期において、自らの希望と 計を行い、高齢期において、自らの希望と能
能力に応じた多様な働き方を選択し、実現で 力に応じた多様な働き方を選択し、実現でき
きるようにするため、専門的な相談窓口を設 るようにするため、専門窓口を設置し、職業
置し、職業安定機関と密接な連携を図りなが 安定機関等と密接な連携を図りながら、在職
ら、高齢期における職業生活の設計のための 者を中心とした中高年齢者に対し、高齢期に
助言、援助を行うこと。 おける職業生活の設計のための助言、援助を

また、事業主がその雇用する労働者に対し 行う。
て、高齢期における職業生活の設計について
効果的な援助を行うよう啓発・指導を行うこ
と。

(1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業 (1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業 (1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業務
務 務

在職者を中心とした中高年齢者に対し、高
齢期の職業生活設計等を支援するため、毎年
度３６，０００件以上の相談援助等を実施す ① 在職者を中心とした中高年齢者に対する個 ①在職者を中心とした中高年齢者に対する個別相談等の実施
る。また、高齢期における職業生活設計等に 別相談等の実施 ○高齢期の職業生活設計等を支援するため、各都道府県の高齢期雇用就業支
資する各種情報提供、各種セミナー・講習会 在職者を中心とした中高年齢者に対し、高 援コーナーにおいて、中高年齢者に対して個別の相談・援助を積極的に実
を開催すること。 齢期の職業生活設計等を支援するため、その 施した。

ニーズの把握とノウハウの確立に努めつつ、
再就職、職業生活設計、退職準備等に係るき ○平成18年度においては、在職者の利便性の向上を図るため、新たに土日・
め細かな相談援助等を毎年度３６，０００件 夜間の相談を全ての支援コーナーにおいて積極的に実施した。
以上実施する。実施後は、利用者に対してア ○相談・援助実施件数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大
ンケート調査を実施し、有効回答のうち概ね きく上回った。
７０％以上の利用者から高齢期における職業
生活設計を行う上で効果があった旨の評価が 平成15年度（下半期） 32,359件
得られるよう質の向上を図る。 平成16年度 60,241件

平成17年度 58,266件
平成18年度 56,609件

○中高年齢者に対する相談・援助に関するアンケート調査において、高齢期
における職業生活設計を行う上で効果があった旨の評価が得られた割合
は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回る高い評価
を得た。

平成15年度 97.6％
平成16年度 95.8％
平成17年度 98.4％
平成18年度 97.4％

② セミナー・講習会の開催 ②セミナー・講習会の開催
高齢期における職業生活設計等に資する各 ○中高年齢者を対象にセミナー・講習会を開催し、高齢期における職業生活

種情報を提供するため、利用者のニーズの把 設計等に役立つ情報等の提供に努めた。
握とテーマの多様化に努めつつ、セミナー・
講習会を毎年度２，４５０回以上開催する。 ○セミナー・講習会の開催回数は、以下のとおり年々増加し、毎年度中期計

また、セミナー・講習会等終了後に参加 画の目標を大きく上回った。
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者にアンケート調査を実施し、有効回答のう
ち概ね８０％以上の参加者から高齢期におけ 平成15年度（下半期） 1,499回
る職業生活設計を行う上で有用であった旨の 平成16年度 3,496回
評価が得られるよう質の向上を図る。 平成17年度 3,794回

平成18年度 4,196回

○土日・夜間セミナー及び出張セミナーについては、在職者の利便性の向上
を図るため、平成16年度以降積極的に実施し、以下のとおり年々実施回数
を大幅に増加させた。

・土日・夜間セミナー実施回数 ・出張セミナー実施回数

平成16年度 213回 平成16年度 838回
平成17年度 399回 平成17年度 1,140回
平成18年度 785回 平成18年度 1,466回

○セミナー・講習会に関するアンケート調査において、高齢期における職業
生活設計を行う上で有用であった旨の評価が得られた割合は、以下のとお
りであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回る高い評価を得た。

平成15年度 98.3％
平成16年度 97.0％
平成17年度 96.2％
平成18年度 95.0％

(2) ホームページ等を活用した情報提供 (2) ホームページ等を活用した情報提供 (2) ホームページ等を活用した情報提供
専門的な相談窓口の業務紹介、各種セミナ 専門的な相談窓口の業務紹介、各種セミナ ○高齢期雇用就業支援コーナーに関するホームページを開設し、相談・援助

ーの開催案内、情報提供、情報収集活動を行 ーの開催案内、情報提供、情報収集等活動を に関する情報、各種セミナーの開催案内等について情報提供を行った。
うに当たって、在職者の利便等を勘案して、 行うに当たっては、特に在職者の利便等を勘
ホームページの活用を図ること。 案して、ホームページ等インターネットを積 ○ホームページアクセス件数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目

極的に活用し、各種情報の提供等を行うこと 標を上回った。
等により、そのニーズの把握と定期的な内容
の更新等に努めつつ、ホームページの年間ア 平成15年度（下半期） 100,966件
クセス件数が１８０，０００件以上となるよ 平成16年度 196,707件
うに積極的な普及啓発を図る。 平成17年度 187,873件

平成18年度 219,882件
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（８）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ａ Ａ Ａ Ｓ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.83 4.00 4.00 4.55 4.10

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
に関する事項 に関する事項

障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ
テーションについては、障害者各人の障害の テーション関係業務については、障害者雇用
種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと
の条件に応じ、総合的かつ効果的に実施する もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教
こと。そのために、各関係機関との連携を図 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適
るとともに、職業リハビリテーションの実施 正かつ効果的に業務を実施する。
に係る目標を設定し、厳格な外部評価を実施 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実

また 障害者職業総合センターにおいては 施する。、 、
職業リハビリテーションに係る調査・研究及
び新たな技法の開発を行い、その成果の普及
・活用を図ること。

(1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的な実施
な実施 な実施

① 地域障害者職業センター（以下「地域セン ① 障害者の個々の特性に応じた職業リハビリ ①障害者の個々の特性に応じた職業リハビリテーション計画の策定
ター」という ）において、効果的なリハビ テーション計画の策定。
リテーションが実施されるようにすること。 地域障害者職業センター（以下「地域セン ○公共職業安定所や地域の障害者就業・生活支援センター、福祉、医療、教

また、職業安定機関等と連携し、この中期 ター」という ）において、専門的知識、技 育等の関係機関、施設等との連携を強化し、地域センターの支援を特に必。
目標の期間中に延べ１００，０００人以上 術に基づいて職業リハビリテーションを行う 要としている知的障害者、精神障害者等に重点を置いて障害者の積極的な
（※）の障害者に対し、より就職に結びつく ことが必要な障害者に対して、効果的な職業 受入れを行い、平成18年度末現在で延べ90,523人の障害者に対して職業リ
職業リハビリテーションサービスを実施する リハビリテーションを実施するため、的確な ハビリテーションサービスを実施した。各年度の対象者数は、以下のとお
こと。 職業評価とインフォームドコンセント（説明 り年々増加し、中期目標期間中の目標を大きく上回る見込みである。
（※参考：過去５年間の対象者数（年平均） と同意）により、障害者個々の特性に応じた
２０ ２１７人 １割増の目標としつつ ４ 職業リハビリテーション計画を策定する。 平成15年度（下半期） 15,464人， 。 、 ．
５を乗じると約１０万人となる ） そして、中期目標の期間中に公共職業安定 平成16年度 24,017人。

機関と連携し、延べ１００，０００人以上 平成17年度 24,853人
（※）の障害者に対し、より就職に結びつく 平成18年度 26,189人
職業リハビリテーションサービスを実施す
る。
（※参考：過去５年間の対象者数（年平均） ○障害者に対する支援を効果的に実施していくことができるように、その障
２０ ２１７人 １割増の目標としつつ ４ 害特性に応じたきめ細かな職業リハビリテーション計画の策定に努めた。， 。 、 ．
５を乗じると約１０万人となる ）。

② 地域センターにおける職業準備訓練、職業 ② 障害者の就労の可能性を高めるための支援 ②障害者の就労の可能性を高めるための支援の実施
講習の実施により、障害者の就労の可能性を の実施 ○職業準備訓練と職業講習とを組み合わせて障害者の特性に応じた柔軟且つ
高め、中期目標の期間中７０％以上（※）の 地域センターにおいて、個々の対象者の特 効果的な支援を実施することができるよう 「ワークトレーニングコース」、
対象者が就職等に向かう次の段階 職業紹介 性を踏まえ作成した指導カリキュラムに基づ と「精神障害者自立支援コース」のコースからなる「職業準備支援事業」（ 、
ジョブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習 き、基本的労働習慣の獲得、職業に関する知 を平成15年度から実施した このうちの 精神障害者自立支援コース 精。 、「 」（
等）に移行できるようにすること。 識の習得等を図る職業準備訓練、職業講習を 神障害者を対象に、基本的な労働習慣の体得、職業に関する知識、対人技
（※参考：１４年度移行率 ６９．５％。今 的確かつ効果的に実施し、また、障害者のニ 能等の習得のための支援を行うもの）については、平成15年度の実施時の1
後、移行が 困難な重度障害者や精神障害者 ーズ等を踏まえて講習内容を見直す等、その 6センターを平成16年度には20センターに拡大した 平成17年10月から 精。（ 「
に対する支援が増加することが見込まれてい 内容の充実を図ることにより、障害者の就労 神障害者自立支援カリキュラム」に再編 ）。
る ） の可能性を高め、中期目標の期間中に７０％。

なお 職業準備訓練 職業講習については 以上（※）の対象者が就職等に向かう次の段 ○地域センターで精神障害者に対する体系的な支援に取り組むこととし、ま、 、 、
、 、経済・雇用失業情勢を踏まえつつ、職業紹介 階（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業 た 他の障害者についてもよりきめ細かな支援を実施していくこととして

、 ） 。 、「 」 「 」、等の業務を担当する公共職業安定機関との緊 訓練 職場実習等 へ移行できるようにする 平成17年10月に 職業準備支援事業 を 地域センター内での作業支援
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密な連携を図り、中期目標の期間中において （※参考：１４年度移行率 ６９．５％。 「職業準備講習カリキュラム」及び「精神障害者自立支援カリキュラム」
その修了者の就職率が４０％以上（※）とな 今後、移行が困難な重度障害者や精神障害 からなる「職業準備支援」に再編し、個々の障害者の特性や必要とする支
ることに資するため、その内容の充実を図る 者に対する支援が増加することが見込まれて 援内容に応じて、これら作業支援やカリキュラムを適宜組み合わせて実施
こと。 いる ） している。。

、 、 、（※参考：１４年度就職率 ３８．５％） なお 職業準備訓練 職業講習については
経済・雇用失業情勢を踏まえつつ、職業紹介 ○職業準備訓練及び職業講習の対象者は、従来の知的障害者中心よりも、精
等の業務を担当する公共職業安定機関との緊 神障害者、発達障害者等の特に支援の困難な障害者に重点を移して実施し
密な連携を図り、中期目標の期間中において ている。
その修了者の就職率が４０％以上（※）とな
ることに資するため その内容の充実を図る ○職業準備訓練及び職業講習修了者の就職等に向かう次の段階への移行率は、、 。
（※参考：１４年度就職率 ３８．５％） 以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を上回った。

平成15年度（下半期） 71.2％
平成16年度 79.4％
平成17年度 78.0％
平成18年度 75.7％

○職業準備訓練及び職業講習修了者の就職率は、以下のとおりであり、毎年
度中期計画の目標を上回った。

平成15年度（下半期） 44.0％
平成16年度 51.6％
平成17年度 50.2％
平成18年度 53.5％

③ ジョブコーチ支援事業については、この ③ 障害者の職場適応に関する支援の実施 ③障害者の職場適応に関する支援の実施
中期目標の期間中において１０，５００人 職業安定機関等と密接に連携して知的障害 ○公共職業安定所等と連携して支援ニーズの把握に努め、知的障害者や精神

。以上（※１）の障害者を対象に実施し、中 者や精神障害者等の状況把握に努め、職場適 障害者等職場適応の困難性の高い障害者に対する支援を積極的に実施した
期目標期間中において７５％以上（※２） 応のために事業所における支援が必要な障害
の定着率を達成すること。 者に対して 職場適応援助者 ジョブコーチ ○職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、平成18年度末現、 （ ）

、 。（※参考１：平成１５年度の予算内示にお による障害者、事業主等への支援を、中期目 在で延べ10,690人に対して実施し 既に中期目標期間中の目標を上回った
ける対象者は２，９５１人（うち地域セン 標の期間中において１０，５００人以上（※ 各年度の支援対象者数については以下のとおり。

） ） 。ターが自ら行うもの：１，８７０人 。平成 １ の障害者を対象に事業を円滑に実施する
１７年度下半期より地域センターが自ら行う また、個々の障害者の特性及び職場環境に十 平成15年度（下半期） 1,374人
もののみになることから ４ ５年間で１０ 分に配慮した個別の支援計画に基づき、７５ 平成16年度 2,960人、 ． ，
５７７人となる ） ％以上（※２）の定着率を目指して、障害者 平成17年度 3,050人。
（※参考２：平成１４年９月末日までに支 の職場への適応・定着を促進する。 平成18年度 3,306人
援を終了した者の定着率 ７４．７%） そして、ジョブコーチ支援事業を受けた者

そして、ジョブコーチ支援事業を受けた にアンケートを実施し、有効回答のうち８０
者にアンケート調査を実施し、職場適応を ％以上から職場適応を進める上で効果があっ ○ジョブコーチ支援終了後６ヶ月経過時点での定着率は、以下のとおり年々
進める上で効果があった旨の評価を８０％ た旨の評価が得られるようにする。 向上し、毎年度中期計画の目標を大きく上回った。
以上得られるようにすること。 （※参考１：平成１５年度の予算内示におけ

る対象者は２，９５１人（うち地域センター 平成15年度 78.7％
が自ら行うもの：１，８７０人 。平成１７ 平成16年度 83.0％）
年度下半期より地域センターが自ら行うもの 平成17年度 83.6％
のみになることから、４．５年間で１０，５ 平成18年度 84.3％
７７人となる ）。
（※参考２：平成１４年９月末日までに支援 ○ジョブコーチ支援終了者に対するアンケート調査において、効果があった
を終了した者の定着率 ７４．７%） 旨の評価が得られた割合は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標

を上回る高い評価を得た。

平成15年度 98.3％
平成16年度 95.9％
平成17年度 88.2％（※選択肢を４区分から「どちらでもない」を

含む５区分に変更して実施）
平成18年度 86.1％（※）

④ 精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支 ④ 精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支 ④精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムの実施
援プログラムについては、地域における支援 援プログラムの実施 ○障害者雇用促進法の改正（精神障害者に対する雇用率制度の適用 、精神障）
ネットワークを構築した上で、主治医等関係 地域センターにおいて、地域における事業 害者の雇用支援ニーズの高まりを受けて、平成17年10月から全国の地域セ
者との緊密な連携を図り、この中期目標の期 主、医療機関、精神保健福祉機関、メンタル ンターにおいて、精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム
間中において、精神障害者１，８００人以上 ヘルス機関等で構成する精神障害者雇用支援 を開始した。
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独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

（※１ 、精神障害者の新規雇用のために支 ネットワークを構築した上で、主治医、事業）
援が必要な事業所２，３００以上（※２ 、 主、家族等関係者との緊密な連携体制の確立 ○地域における精神障害者雇用支援ネットワークの構築・整備及び医療機関）
復職及び雇用継続のために支援が必要な事業 を図り、職業生活の安定のための支援が必要 ・事業主への活用の促進を図りつつ、平成18年度末現在で延べ1,355人の精
所４，７００以上（※３）を対象に専門的な な精神障害者１，８００人以上（※１ 、精神 神障害者、1,622ヵ所の精神障害者新規雇用事業所、3,355ヵ所の精神障害）
支援を行い、復職支援及び雇用継続支援終了 障害者の新規雇用のために支援が必要な事業 者復職及び雇用継続のために支援が必要な事業所に対して専門的な支援を
者の５０％以上が復職又は雇用継続できるよ 所２，３００以上（※２ 、復職及び雇用継続 実施し、中期目標期間中の目標を上回る見込みである。各年度の実績につ）
うにすること。 のために支援が必要な事業所４，７００以上 いては以下のとおり。
（※参考１：平成１７年度下半期の予算に （※３）に対し、復職支援及び雇用継続支援
おける支援対象者数は３７６人。１年間で 終了者の５０％以上の復職又は雇用継続を目 （平成17年度下半期）
７５２人。２．５を乗じると約１，８００ 指して、精神障害者の特性を十分に踏まえた
人となる ） 専門的な支援を行う。 ・精神障害者（復職・雇用継続支援） 344人。
（※参考２：平成１７年度下半期の予算に （※参考１：平成１７年度下半期の予算にお ・精神障害者新規雇用事業所 500事業所
おける対象事業所は４７０事業所。１年間 ける支援対象者数は３７６人。１年間で７５ ・精神障害者復職及び雇用継続支援事業所 1,101事業所
で９４０事業所。２．５を乗じると約２， ２人。２．５を乗じると約１，８００人とな ・復職・雇用継続率 78.4％（復職率のみ）
３００事業所となる ） る ）。 。
（※参考３：平成１７年度下半期の予算に （※参考２：平成１７年度下半期の予算にお
おける対象事業所は９４０事業所。１年間 ける対象事業所は４７０事業所。１年間で９ （平成18年度）
で１，８８０事業所。２．５を乗じると約 ４０事業所。２．５を乗じると約２，３００ ・
４，７００事業所となる ） 事業所となる ） 精神障害者（復職・雇用継続支援） 1,011人。 。
そして、支援を受けた事業所にアンケート （※参考３：平成１７年度下半期の予算にお ・精神障害者新規雇用事業所 1,122事業所

調査を実施し、精神障害者の雇用管理を進め ける対象事業所は９４０事業所 １年間で１ ・精神障害者復職及び雇用継続支援事業所 2,254事業所。 ，
る上で効果があった旨の評価を８０％以上得 ８８０事業所。２．５を乗じると約４，７０ ・復職・雇用継続率 78.9％
られるようにすること。 ０事業所となる ）。

そして、支援を受けた事業所にアンケート
、調査を実施し、有効回答のうち８０％以上か ○精神障害者の雇用支援を実施した事業所に対するアンケート調査において

ら精神障害者の雇用管理を進める上で効果が 効果があった旨の評価が得られた割合は、以下のとおりであり、毎年度中
あった旨の評価が得られるようにする。 期計画の目標を上回る評価を得た。

平成17年度 92.7％
平成18年度 80.4％

⑤ 地域センターにおいて、職業リハビリテー ⑤ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援の ⑤障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施
ション専門機関の立場から、事業主に対する 実施 ○事業主のニーズに応じたジョブコーチ支援の積極的実施、精神障害者等の
雇用管理に関する助言その他の援助を事業主 地域センターにおいて、障害者の雇用管理 雇用管理に関する支援、ハローワークが行う雇用率達成指導と連携した障
のニーズに応じて幅広く実施すること。 に関する事項について、職業リハビリテーシ 害者の雇用促進支援等により、事業主支援を強化した。

ョン専門機関の立場から、事業主に対する的
確な相談、援助をこの中期目標期間中に延べ ○平成18年度末現在で延べ39,673事業所に対して障害者の雇用管理に関する
３２，０００事業所（※）に対して実施し、 専門的な支援を実施し、既に中期目標期間中の目標を大きく上回った。各
障害者の就職又は職場適応を促進する。 年度の実績については、以下のとおり年々大幅に増加した。

そして、助言その他の援助を受けた事業所
にアンケートを実施し、有効回答のうち概ね 平成15年度（下半期） 6,060事業所
７０％以上から障害者の雇用管理の改善を進 平成16年度 9,586事業所
める上で効果があった旨の評価が得られるよ 平成17年度 11,476事業所
うにする。 平成18年度 12,551事業所
（※参考：平成１０年度から１２年度（平成
１３年度及び平成１４年度については平成１ ○また 企業の主体的取組を促進するため 事業主支援ワークショップ 障、 、「 」（
５年度以降行わない障害者雇用機会創出事業 害者雇用に共通の問題を抱えている企業同士がグループワーク方式で意見
の影響があるため除く ）の３年間の対象事業 交換、討議を行い、地域センターが助言する ）を積極的に開催した。。 。
所数（年平均）６，４８４事業所。１割増の
目標としつつ、４．５を乗じると約３２，０ ○さらに 事業主のニーズを踏まえた個別支援を強化していくこととして 事、 、「
００事業所となる ） 業主支援計画」に基づく、企業の特徴を踏まえた専門的・体系的な支援を。

実施した。

○障害者の雇用管理に関する支援を実施した事業所に対するアンケート調査
、 、 、において 効果があった旨の評価が得られた割合は 以下のとおりであり

毎年度中期計画の目標を大きく上回った。

平成15年度 95.4％
平成16年度 94.9％
平成17年度 88.4％（※選択肢を４区分から「どちらでもない」を

含む５区分に変更して実施）
平成18年度 87.5％（※）
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（９）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.58 3.45 3.55 3.73 3.58

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
施に関する事項 に関する事項

障害者職業センターにおける職業リハビ 障害者職業センターにおける職業リハビリ
リテーションについては、障害者各人の障 テーション関係業務については、障害者雇用
害の種類及び程度並びに希望、適性、職業 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと
経験等の条件に応じ、総合的かつ効果的に もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教
実施すること。そのために、各関係機関と 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適
の連携を図るとともに、職業リハビリテー 正かつ効果的に業務を実施する。
ションの実施に係る目標を設定し、厳格な また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
外部評価を実施すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実

また、障害者職業総合センターにおいて 施する。
は、職業リハビリテーションに係る調査・
研究及び新たな技法の開発を行い、その成
果の普及・活用を図ること。

(1) 職業リハビリテーションの総合的・効果 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的な実施
的な実施 な実施

⑥ 職業リハビリテーションの発展及び円滑な ⑥ 職業リハビリテーションの専門的知識を有 ⑥職業リハビリテーションの専門的知識を有する人材育成等
推進に寄与するため、医療・福祉等の分野に する人材育成等 ○障害者職業カウンセラーの養成及び研修を実施するとともに、医療・福祉
おける職業リハビリテーション実務者も含 職業リハビリテーション専門職である障害 等の分野の職員を対象にした職業リハビリテーションに関する専門的、技
め、職業リハビリテーションの専門的知識を 者職業カウンセラーの養成及び研修を実施す 術的研修を職種別・課題別に実施し、職業リハビリテーション人材の育成
有する人材の育成を図ること。 るとともに、医療・福祉等の分野の職員等を に努めた。

対象に、職業リハビリテーションに関する次
の専門的、技術的研修を職種別・課題別に実 ○受講ニーズの増大に対応するため、実施回数や受講者枠を拡大した（ジョ
施する等により、職業リハビリテーション人 ョブコーチ養成研修：平成15年度、16年度各3回→平成17年度5回→平成18
材の育成を図る。 年度7回 職業リハビリテーション実践セミナー：平成18年度定員400名→5

00名 。）
イ 障害者雇用支援センター及び障害者就業・

生活支援センターの指導員等を養成するため ○受講者アンケートを踏まえ、研修の日程、内容、講座等について工夫を重
の研修 ねた。例えば、職業リハビリテーション実践セミナーでは障害別、障害者

ロ 職場適応援助者（ジョブコーチ）を養成す の支援経験の有無別によりコースを設定するとともに、受講生の便宜を考
るための研修 慮して土日を含めた日程により開催した。

ハ 医療・福祉等の分野における職業リハビリ
テーション実務者を養成するための研修 ○研修に対する満足度は概ね90％以上であった。

また、地域の関係機関に対して、職業リハ ○平成18年度より、研修の実践現場での有効性を把握・検証するために、受
ビリテーションに関する専門的な情報を提供 講後半年から１年時点の追跡アンケートを新たに実施し、実践現場で効果
する等により、地域の職業リハビリテーショ 的に活用されるよう研修カリキュラムの改善に努めた。なお、平成17年度
ンのネットワークの育成を図る。 受講者の90％以上が実務に役立つと回答した。

○各種研修の実施状況ついては以下のとおり。

イ 障害者就業・生活支援センター等職員等研修
受講者数

平成15年度(下半期) 26人
平成16年度 119人
平成17年度 108人
平成18年度 133人
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ロ 職場適応援助者（ジョブコーチ）養成研修
受講者数

平成15年度(下半期) 51人 ※平成16年度以前については、機構内
平成16年度 135人 の研修受講者を含む。
平成17年度 151人 平成17年度以降は外部の研修受講者
平成18年度 178人 数のみ。

ハ 医療・福祉等の分野における職業リハビリテーション実務者を養成する
ための研修（職業リハビリテーション実践セミナー）

受講者数

平成15年度(下半期) 553人
平成16年度 431人
平成17年度 454人
平成18年度 519人

、○地域における職業リハビリテーションに係るネットワークの育成を目的に
各地域センターにおいて、地域職業リハビリテーション推進フォーラム及
び地域就業支援基礎講座を毎年度開催した。

地域職業リハビリテーション推進フォーラム受講者数

平成15年度 3,357人
平成16年度 3,680人
平成17年度 3,620人
平成18年度 4,743人

地域就業支援基礎講座受講者数

平成15年度 1,354人
平成16年度 2,091人
平成17年度 2,570人
平成18年度 2,541人
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（10）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.25 3.82 3.82 4.00 3.72

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
施に関する事項 に関する事項

障害者職業センターにおける職業リハビ 障害者職業センターにおける職業リハビリ
リテーションについては、障害者各人の障 テーション関係業務については、障害者雇用
害の種類及び程度並びに希望、適性、職業 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと
経験等の条件に応じ、総合的かつ効果的に もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教
実施すること。そのために、各関係機関と 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適
の連携を図るとともに、職業リハビリテー 正かつ効果的に業務を実施する。
ションの実施に係る目標を設定し、厳格な また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
外部評価を実施すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実

また、障害者職業総合センターにおいて 施する。
は、職業リハビリテーションに係る調査・
研究及び新たな技法の開発を行い、その成
果の普及・活用を図ること。

(2) 職業リハビリテーションに係る調査・研 (2) 職業リハビリテーションに係る調査・研究 (2) 職業リハビリテーションに係る調査・研究及び新たな技法の開発の実
究及び新たな技法の開発の実施とその普及 及び新たな技法の開発の実施とその普及・活 施とその普及・活用の推進
・活用の推進 用の推進

① 職業リハビリテーションの充実、向上に ① 職業リハビリテーションに関する調査研究 ① 職業リハビリテーションに関する調査研究の実施
資するため、職業リハビリテーションに関 の実施 ○各年度の研究実施テーマ数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目
する調査・研究を実施すること。 障害者の職業リハビリテーションに関する 標を達成した。

また、各研究テーマについて、研究の質 施策の充実及び障害者職業センター等におけ
を評価することが可能な指標を設定するこ る関係業務の推進に資するため、次の事項に 平成15年度 14テーマ
と。 重点を置いて職業リハビリテーションに関す 平成16年度 12テーマ

る調査・研究を毎年度平均１２テーマ以上 平成17年度 12テーマ
（※）実施する。 平成18年度 13テーマ
（※参考：１４年度実績 １２テーマ）

なお、通常の研究のほか、総合的な研究テ
ーマについてプロジェクト方式による研究を ○平成15年度から平成18年度末までに終了した調査・研究については、機構
実施する。 で定める業績評価実施規程に基づいて研究評価委員の外部評価を実施し、

すべての研究において中期計画の目標である「３分の２以上の評価委員か
イ 身体障害、知的障害、精神障害その他の多 ら、４段階中上から２段階以上の評価」を得た。終了した調査・研究の

様な障害の職業的特性 テーマは以下のとおり。
ロ 各種の障害の特性に対応した効果的な職業 （平成15年度）７テーマ

リハビリテーション技法 ・ 学習障害」を主訴とする青年の障害特性と就労支援に関する研究「
ハ 障害者の就労を容易にするための機器・ソ ・精神障害者等を中心とする職業リハビリテーション技法に関する総合的研

フトウェア 究 他５テーマ
ニ 障害者職業センターを中心とした関係機関 （平成16年度）５テーマ

・施設の連携による職業リハビリテーション ・職業的視点から見た障害と地域における効果的支援に関する総合的研究
の効果的な実施方法 ・職業リハビリテーションにおけるカウンセリングの特徴と課題 他３テー

ホ 職業リハビリテーションに関連する法制度 マ
・施策 （平成17年度）４テーマ

ヘ 職業リハビリテーションに関する情報提供 ・精神障害者の職業訓練指導方法に関する研究
システム ・軽度発達障害青年の学校から職業への移行支援の課題に関する研究 他２

テーマ
中期目標の期間中に終了した調査・研究に （平成18年度）７テーマ

ついて外部評価を行い、各調査・研究につい ・事業主、家族等との連携による職業リハビリテーション技法に関する総合
て、３分の２以上の評価委員から、４段階中 的研究
上から２段階以上の評価が得られるようにす ・障害者雇用に係る需給の結合を促進するための方策に関する研究 他５テ
る。 ーマ
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② 先駆的な職業リハビリテーションの開発 ② 職業リハビリテーションに係る技法の開発 ②職業リハビリテーションに係る技法の開発
を行い、その成果を新たな職業リハビリテ 精神障害者や高次脳機能障害等これまでの ○精神障害者、高次脳機能障害者等に対してより効果的な支援を行うため、
ーションサービスとして提供すること。 支援技法では効果の現れにくい障害者に対し 新たな職業リハビリテーション技法の開発に取り組んだ。技法開発テーマ

て、①で行う調査・研究とあいまって、障害 は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を達成した。
特性及び事業主のニーズに応じた新たな職業 （平成15年度）４テーマ

③ 多様な障害に対応した支援技法を開発す リハビリテーション技法の開発を毎年度３テ ・採用後精神障害者の職場復帰に関し、ストレス対処の技法開発及び産業医
ること。 ーマ以上実施する。 ・医療機関との連携の開発

また、新たな技法を活用した職業準備訓練 ・高次脳機能障害者の職場復帰に関し、事務系以外の多様な職種での職場復
等を実施するなどにより、多様な障害者に対 帰支援技法の開発 他２テーマ
し効果的な職業リハビリテーションを実施す （平成16年度）３テーマ
る。 ・在職精神障害者の職場復帰に関し、事務職を中心とした職場再適応に関す

る支援技法の開発
・高次脳機能障害者が携わる職種に関しその職務の要素に着目した支援技法

の開発 他１テーマ
（平成17年度）３テーマ
・在職精神障害者の職場復帰に関し、大企業と連携した職場再適応に関する

支援技法の開発
・発達障害者の就労支援に関し、職業的課題の的確な把握を目的としたアセ

スメント技法の開発 他１テーマ
（平成18年度）３テーマ
・在職精神障害者の職場復帰に関し、復職支援体制を新たに構築する企業と

の連携による支援プログラムの開発
・発達障害者の就労支援に関し、個々人の多様な職業的課題に対応したアセ

スメント技法の開発 他１テーマ

④ 事業主や関係機関に対して、研究・開発 ③ 研究成果の積極的な普及・活用 ③研究成果の積極的な普及・活用
の成果の普及を図るための場を設けるとと 研究成果の普及・活用を図るため、研究発 ○職業リハビリテーション研究発表会を毎年度開催した。参加者数は以下の
もに、職業リハビリテーションに関して職 表会の開催、学会等での発表、各種研修での とおり。
業リハビリテーションの関係者や事業主にと 講義、インターネットを通じての情報提供等
って利用しやすいマニュアルや教材等を作 を行うとともに、職業リハビリテーションの 平成15年度 762人
成・公開すること。 関係者や事業主にとって利用しやすいマニュ 平成16年度 773人

アル、教材、ツール等を中期目標期間中に１ 平成17年度 859人
５件以上（※）作成する。 平成18年度 900人
（ （ ） 。※参考：過去３年間の実績 年平均 ３件
１割増の目標としつつ、４．５を乗じると約
１５件となる ） ○研究成果については、職業リハビリテーション研究発表会のほか、学会等。

での発表、各種研修での講義、インターネットを通じての情報提供等によ
りその普及を図った。

○機構が行った研究の成果について、平成18年度末時点で合計21件のマニュ
アル・教材・ツール等を作成し、その普及・活用を図った。各年度の作成
実績については以下のとおりであり、既に中期目標期間中の目標を大きく
上回った。

平成15年度 ７件
平成16年度 ４件
平成17年度 ５件
平成18年度 ５件

(3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析 (3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析及 (3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析及び提供の効果的な実施
及び提供の効果的な実施 び提供の効果的な実施 ○「障害者職業総合センター研究部門ホームページ」に過去に作成したすべ

職業リハビリテーションに関する情報を 職業リハビリテーションに関係する調査研 ての調査研究報告書等をＰＤＦ化して掲載した。
始めとして、障害者雇用に資する情報を収 究成果、図書等の情報を「障害者雇用支援シ
集、分析し、障害者本人、事業主及び関係 ステム」に集積し、インターネットを通じ、 ○「障害者職業総合センター研究部門ホームページ」への各年度のアクセス
機関に対して、積極的、効果的に提供を行 年間のアクセス件数３２０，０００件以上を 件数は、以下のとおり年々増加し、毎年度中期計画の目標を大きく上回っ
うこと。 目標として提供する。 た。

ホームページ等において、積極的かつ分 また、障害者に対する支援や、事業所にお
かりやすく公表することにより、業務の透 ける環境整備、地域の支援機関サービスの利 平成15年度（下半期） 170,016件（うち研究成果物等へのアクセス
明性を高め、業務内容の充実を図ること。 用等に際して役立つ専門的知識や詳細な情報 129,877件）

をデータベースにより職業リハビリテーショ 平成16年度 577,085件（うち研究成果物等へのアクセス
ン関係機関や事業主に提供するため、必要な 323,041件）
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システムの整備を行う。 平成17年度 1,234,046件（うち研究成果物等へのアクセス
1,049,145件）

平成18年度 2,090,473件（うち研究成果物等へのアクセス
1,885,878件）

○コンテンツの充実や操作性の改良等、利用者の利便性の向上を図るための
システム整備を適宜実施した。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（11）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.67 3.64 3.91 3.82 3.76

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施 ８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に ８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に関する事項
に関する事項 関する事項

機構が運営業務を行う障害者職業能力開 機構が運営業務を行う障害者職業能力開発
発校に関しては、入校者の障害の重度化、 校に関しては、入校者の障害の重度化、多様
多様化が進んでいることにかんがみ、広域 化が進んでいることにかんがみ、広域障害者
障害者職業センターとの密接な連携の下、 職業センターとの密接な連携の下、知的障害
知的障害者、精神障害者等を含む職業的重 者、精神障害者等を含む職業的重度障害者に
度障害者に対して、個々の訓練生の障害の 対して、個々の訓練生の障害の程度、態様等
程度、態様等を十分考慮し、弾力的な運営 を十分考慮し、弾力的な運営を図るほか、個
を図るほか、個々の訓練生に適した訓練内 々の訓練生に適した訓練内容を定めるなど、
容を定めるなど、障害者の障害の特性に応 障害者の障害の特性に応じたよりきめ細かな
じたよりきめ細かな配慮を加えた先導的な 配慮を加え、他の障害者職業能力開発校等に
職業訓練を実施すること。 成果を提供できるような先導的な職業訓練を

実施する。

(1）障害者の職業訓練機会の拡大 (1) 障害者の職業訓練機会の拡大 (1) 障害者の職業訓練機会の拡大
この中期目標期間中に、受講者数３０％ 入校者の障害の重度化に十分対応しつつ関 ○職業的重度障害者の訓練ニーズに対応して、重度身体障害者、精神障害者

増（※）を達成する。在職者及び離転職者 係機関との一層緊密な連携を図り、重度障害 及び高次脳機能障害者の積極的な受け入れを引き続き行った。また、知的
に対する職業訓練については機動的に実施 者を積極的に受け入れることにより、この中 障害者については、平成14年度に受入を開始し、平成16年度及び平成18年
すること。 期目標期間中に、受講者数３０％増（※）を 度に訓練定員の拡大・訓練コースの新設を行った。平成18年度には発達障
（※参考：平成１４年度受講者数 ２１１ 達成する。また、在職者及び離転職者に対す 害者の新規受入を開始した。これらの結果、年々受講者数が増加し、平成1

、 、人） る職業訓練については機動的に実施する。特 8年度の受講者数が285人となり 対平成14年度比で受講者数35％増となり
また、重度障害者を積極的に受け入れる に離転職者の受け入れについては、近年障害 既に中期目標期間中の目標を達成した。

こと。 者の解雇者数が高水準で推移していることに
かんがみ、その訓練機会の拡大を図る。 受講者数 職業的重度障害者の割合
（※参考：１４年度受講者数 ２１１人）

平成15年度 196人 71.9％
平成16年度 256人 79.6％
平成17年度 266人 79.7％
平成18年度 285人 83.5％

※「職業的重度障害者」とは、重度身体障害者、知的障害者、精神障害者、
高次脳機能障害者及び発達障害者を指す。

○随時入所、個別カリキュラムによる個別指導、オーダーメイド型(企業ニー
、 、ズに応じて訓練内容 訓練期間を設定)の在職者訓練等弾力的な訓練の実施

職業訓練指導員による技術指導と障害者職業カウンセラーによる職業生活
指導を一体的に行う総合的指導（チームティーチング方式）の実施等、職
業訓練の機動的な実施に努めた。
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(2) 障害者に対する訓練内容の充実 (2) 障害者に対する訓練内容の充実 (2) 障害者に対する訓練内容の充実
企業ニーズに的確に対応するとともに、 企業ニーズに的確に対応するとともに、障 ○知的障害者、精神障害者、高次脳機能障害者及び発達障害者に係る新たな

障害者の職域拡大を念頭において、より就 害者の職域拡大を念頭において、より就職に 訓練技法及び知的障害者に係る新たな職域での訓練カリキュラムの開発や
職に結びつく職業訓練の実施に努め、経済 結びつく職業訓練の実施に努め、経済・雇用 訓練カリキュラムの見直し等により訓練内容の充実に努めるとともに、職
・雇用失業情勢を踏まえつつ、職業紹介等 失業情勢を踏まえつつ、職業紹介等の業務を 業的重度障害者の増加に対応して職業生活指導の早期の実施、公共職業安
の業務を担当する公共職業安定機関との緊 担当する公共職業安定機関との緊密な連携を 定機関等との緊密な連携に努めた。
密な連携を図り、中期目標の期間中におい 図り、中期目標の期間中において修了者等の
て修了者等の就職率が６０％以上（※）と 就職率が６０％以上（※）となることに資す ○修了者の就職率は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく
なることに資するため、その内容の充実を るため、指導技法の開発、訓練カリキュラム 上回った。
図ること。 の見直し等によりその内容の充実を図る。 就職率 (障害者職業能力開発校(19校)平均)
（※参考：障害者職業能力開発校における
１４年度就職率 ５７．１％） 平成15年度 79.1％ (59.0%)

また、先導的な職業訓練実施の成果をも また、先導的な職業訓練実施の成果をもと 平成16年度 89.8％ (68.7%)
とに、知的障害者、精神障害者等を含む職 に、知的障害者、精神障害者等を含む職業的 平成17年度 88.2％ (68.5%)
業的重度障害者に対する職業訓練内容、指 重度障害者に対する職業訓練内容、指導技法 平成18年度 93.2％ (未発表)
導技法等を他の障害者職業能力開発校等に 等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者
提供することにより、障害者職業訓練全体 職業能力開発校等に提供することにより、障
のレベルアップに貢献すること。 害者職業訓練全体のレベルアップに貢献す ○職業的重度障害者に対する先導的職業訓練内容、指導技法等を報告書に

職業訓練の実施に当たっては、民間外部 る。 とりまとめ、他の障害者職業能力開発校等に提供した。各年度の報告書
講師の活用等による委託の拡大を図り、効 職業訓練の実施に当たっては、ＩＴ基礎訓 等の作成状況は以下のとおり。なお、毎年度、全国の障害者職業能力開
率的な運営を行うこと。 練等における民間外部講師の活用等による委 発施設等の訓練指導員を対象に、これら訓練内容、指導技法等を発表し、

託の拡大を図り、効率的な運営を行う。 意見交換等を行う「障害者能力開発指導者交流集会」を開催した。また、
（※参考：障害者職業能力開発校における１ 一般校を活用した障害者職業能力開発事業を実施している職業能力開発校
４年度就職率 ５７．１％） の指導員を対象として、先導的な職業訓練の実施に関する研修を行った。

（平成15年度）
・ 職業的重度障害者に対する職業訓練・指導技法実践報告 （ＣＤ版）「 」
・ 認知機能障害者用支援装置(メモリアシスト) （企業及び国立身体障害者「 」

リハビリテーションセンターとの共同開発）
・ 障害者能力開発指導者交流集会報告書」「
（平成16年度）
・ 障害者職域拡大訓練カリキュラム研究会(中間報告)」「
・ 障害者能力開発指導者交流集会報告書」「
（平成17年度）
・ 障害者職域拡大訓練カリキュラム研究会報告書」「
・ 障害者能力開発指導者交流集会報告書」「
・ 精神障害者に対する効果的な職業訓練を実施するために～指導・支援者の「

ためのＱ＆Ａ～ （研究部門と共同でとりまとめ）」
（平成18年度）
・ 発達障害者に対する職業訓練の実践研究会報告書～入校から導入訓練～」「
・ 精神障害者に対する職業訓練・指導技法等実践報告（職業訓練実践編 」「 ）
・ 障害者能力開発指導者交流集会報告書」「

○ＩＴ基礎訓練等において民間外部講師を積極的に活用した （平成18年度4,。
768時間）
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（12）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.42 3.36 3.36 3.55 3.42

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯

責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的にの

、 。っとり 適正かつ効率的な運営を図ること
、 、 、また 障害者の雇用に関する研究 調査

講習の事業、啓発の事業を効果的に実施す
ることにより、事業主の障害者雇用の取組

、 。みを支援し 障害者の雇用促進を図ること

(1) 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇 (1) 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用 (1) 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業
用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調 調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金 障害者特例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金の支給に関する業務の
整金及び在宅就業障害者特例報奨金の支給 及び在宅就業障害者特例報奨金の支給に関す 適切な実施
に関する業務の適切な実施 る業務の適切な実施

① 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇 ① 障害者雇用納付金制度に対する理解の促進 ①障害者雇用納付金制度に対する理解の促進
用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調 障害者雇用納付金制度について適切な周 ○関係機関と連携を図りつつ、事業主説明会を開催した。各年度の説明会の
整金及び在宅就業障害者特例報奨金の支給 知、理解の促進を図るため、関係機関との連 開催回数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を上回った。
については、適正かつ効率的に行うことは 携を図りつつ、事業主説明会を毎年度平均で
もとより、障害者雇用納付金制度の周知、 ２５０回以上（※）開催するほか、パンフレ 平成15年度 254回
理解の促進を図るため、関係機関との連携 ット、記入説明書等の配布を行う。 平成16年度 254回
を図りつつ、事業主説明会を幅広く実施す （※参考：過去３年間の説明会の年平均開催 平成17年度 254回
ること。 回数 約２３０回） 平成18年度 261回

○障害者雇用納付金制度に係る各種パンフレット、記入説明書及び同制度改
正の際の周知用チラシ等を作成し、事業主に配布した。

② 障害者雇用納付金については、厳正な審 ② 障害者雇用納付金の徴収並びに障害者雇用 ②障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金、報奨金の支給
査、調査の実施により、９９％以上（※） 調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金 ○障害者雇用納付金については、督励状及び督促状の発出や電話督励の実施
の収納率を維持すること。 及び在宅就業障害者特例報奨金の支給 等に努めた結果、毎年度中期計画の目標である99％以上の収納率を達成し
（※参考：過去５年間の収納率はいずれの 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づ た。各年度の収納率は以下のとおり。
年も９９％以上） き、障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障

害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特 平成15年度 99.86％
例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金の適 平成16年度 99.89％
正な支給を行うため、厳正な審査を実施する 平成17年度 99.70％
ほか、障害者雇用納付金申告対象事業主等に 平成18年度 99.71％
対する調査を的確に実施することにより、障
害者雇用納付金については９９％以上（※）
の収納率を維持する。また、障害者雇用率達 ○障害者雇用納付金申告対象事業主等に対する調査を計画的に実施し、必要
成指導業務を実施する職業安定機関と緊密な に応じ申告、申請金額の変更等を指導した。
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連携を図り、必要な情報交換を行う。 ○職業安定機関との密接な連携を図り、必要な情報交換を行った。
さらに、業務の効率化及び障害者雇用納付

金申告対象事業主等の利便性の向上を図るた ○障害者雇用納付金電算機処理システムについて、事業主等の利便性向上の
め、必要に応じ電算機処理システムの見直し 観点から適宜見直しを実施した。また、平成17年度には障害者雇用納付金
を実施する。 電子納付システムを開発し、平成18年度延納第２期以降から運用を開始し
（※参考：過去５年間の収納率はいずれの年 た。
も９９％以上）
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（13）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.17 3.18 3.55 3.55 3.36

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯

責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的にの

、 。っとり 適正かつ効率的な運営を図ること
、 、 、また 障害者の雇用に関する研究 調査

講習の事業、啓発の事業を効果的に実施す
ることにより、事業主の障害者雇用の取組

、 。みを支援し 障害者の雇用促進を図ること

(2) 障害者雇用納付金制度に基づく助成金の (2) 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の適 (2) 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の適切な実施
支給業務の適切な実施 切な実施

障害者雇用に関する事業主等への助成金
支給については、障害者雇用に係る事業主
支援・援助の実施を通じて障害者の働く場 ① 事業主等の利便性を図るため、機構におい ①事業主の利便性向上のための取組の実施
の整備を図るため、適正かつ効率的に行う て支給する各種助成金の支給要件、助成率、 ○各種助成金の支給要件、助成率、申請窓口の所在地等についてホームペ
ことはもとより、助成金制度、申請手続き 申請窓口の所在地等をホームページ等で公開 ージ等で公開したほか、助成金の種類ごとにパンフレット等を作成し、
等を周知すること、事業主等が利用しやす するとともに、助成金業務の効率化を図り、 事業主等に配布した。
い手続きとすること、助成金を障害者雇用 事業主等に対する助成金の助言・援助を行う
に効果的に活用できるように事業主等に対 などのサービスの向上を図る。 ○添付書類の簡素化、支給対象期間中６ヶ月ごとに支給請求行為を要する助
して助言・援助を行うこと、など事業主等 また、地方障害法人及び職業安定機関等と 成金等の支給請求書のプレプリント化、パソコン作成用様式のダウンロー
に対するサービスの向上を図ること。 の密接な連携を図り 制度の周知徹底を図る ドファイル（申請書等の様式、添付書類一覧、申請手続等）のホームペー、 。

なお、助成金の支給要件等に変更があった ジ掲載等、事業主等の利便性向上及び助成金業務の効率化を図った。
場合は、当該変更が確定した日から、７日以
内にホームページ等で公開する。 ○助成金制度、申請手続等を事業主に周知する説明会を積極的に実施した。

○支給要件等の変更に関するホームページでの公開状況は、以下のとおりで
あり、変更があった年度はいずれも中期計画の目標を達成した。

平成15年度 変更日から７日以内に公開
平成16年度 －（変更なし）
平成17年度 変更日から５日以内に公開
平成18年度 変更日から６日以内に公開

② 適正な助成金業務を実施するため、厳正な ②適正な助成金業務の実施
審査と支給対象事業所に対する計画的な調査 ○助成金業務担当者会議を毎年度開催し、地方障害法人と密接な連携を図っ
を行うとともに、地方障害法人の助成金業務 た。各年度の開催状況については以下のとおり。
担当者会議を少なくとも年１回開催する等に
より、助成金業務に関する問題点等について 平成15年度 ブロック会議（全国６ブロックで開催）
情報交換を行うように努め、密接な連携を図 平成16年度 全国会議 ブロック会議（全国６ブロックで開催）
る。 平成17年度 全国会議 ブロック会議（全国６ブロックで開催）
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また、不正受給が発生した場合は、再発防 平成18年度 全国会議 ブロック会議（全国６ブロックで開催）
止の観点から、その原因を究明し、地方障害
法人その他関係機関に対して適切な情報提供 ○平成15年度から18年度の間の不正受給については、平成16年度に４件、平
を行う。 成17年度に３件及び平成18年度に１件発覚した。不正受給に関しては、速

やかに調査を実施し返還させるとともに、原因を究明の上、地方障害法人
等の関係機関等に情報提供を行い、再発防止のための措置を講じた。

○平成17年度に「障害者雇用納付金関係助成金不正受給・不適正受給防止マ
」 、 。 、 、ニュアル を作成し 不正受給の防止に努めた さらに 平成18年度には

不正受給防止対策の強化のため、主要な助成金の審査・点検チェックリス
トを作成するとともに、マニュアルの改訂を行った。

③ 機構と厚生労働省は、助成金業務の問題点 ③職業安定機関との密接な連携
等に対する情報交換等の密接な連携を図ると ○機構と厚生労働省において、助成金業務の問題点等に対する情報交換等の
ともに、地方障害法人と職業安定機関との間 密接な連携を図るとともに、地方障害法人と都道府県労働局との情報交換
においても助成金業務に関し密接な連携を図 等を適宜実施した。
り、適切な助成金業務を行う。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（14）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ
47業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.42 3.00 3.64 3.82 3.

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

９ 障害者の雇用に関する事業主の社会連帯 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的にの

、 。っとり 適正かつ効率的な運営を図ること
、 、 、また 障害者の雇用に関する研究 調査

講習の事業、啓発の事業を効果的に実施す
ることにより、事業主の障害者雇用の取組

、 。みを支援し 障害者の雇用促進を図ること

(3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果
の事業、啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施 的な実施

① 障害者の雇用・就業分野の拡大を図るた ① 障害者の雇用に関する調査研究の実施 ①障害者の雇用に関する調査研究の実施
め、就労支援機器、職務再編成、職場環境 企業における障害者の雇用に係る問題の解 ○企業における障害者の雇用に係る課題解決、雇用管理の改善及び雇用機会
の改善、職域拡大及びキャリアアップのた 決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機会の の拡大に資するため、障害者の雇用に関する技術的事項に関する調査研究
めの雇用管理に関する研究を実施し、事業 拡大に資するため、事業主のニーズ及び障害 を実施し、その成果をとりまとめた報告書・マニュアル等を平成15年度か
主が利用しやすい報告書、マニュアル等の の種類に配慮しつつ、障害者の雇用に関する ら18年度において計21件作成した。
成果物を発表すること。 技術的事項に関する調査・研究を実施する。 各年度の作成件数は、以下のとおりであり、中期目標期間中の目標を上回

また、調査研究の成果をとりまとめた報告 る見込みである。
書、事業主等の利用しやすいマニュアル等を
中期目標の期間中に２５件以上（※）作成す
る。 平成15年度 ７件
※参考：過去３年間の実績 年平均 ５件 平成16年度 ４件（ （ ） 。
１割増の目標としつつ、４．５を乗じると 平成17年度 ５件

約２５件となる ） 平成18年度 ５件。
さらに、事業主等に対して障害者雇用事例

等を提供する「障害者雇用リファレンスサー （平成15年度）
ビス」の充実を図り、企業のニーズに対して ・障害者就業支援におけるケアマネジメントと支援ネットワークの形成Ⅱ
迅速かつ的確な情報提供を行う。 ・精神障害者の雇用事例についての研究調査Ⅱ 他５件

（平成16年度）
・障害者のキャリア形成・在職障害者の能力開発のための実情に関する研究

Ⅰ
・重度障害者雇用事業所における障害者の雇用状況及び福祉機関との連携に

関する研究 他２件
（平成17年度）
・重度障害者（聴覚障害者）の職域開発に関する研究Ⅱ
・精神障害者の職業的自立に向けた訪問型個別就労支援の方法に関する研究

調査Ⅰ 他３件
（平成18年度）
・重度障害者（聴覚障害者）の職域開発に関する研究Ⅲ
・重複障害者（盲ろう者）の就業の実情に関する調査研究 他３件
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○調査研究の成果物については、事業主等にとって理解しやすい内容となる
よう、多くの図表や写真を盛り込んだ報告書・マニュアルのほか、DVD等を
作成した。特に報告書については、活用促進を図るため、平成17年度から
は冒頭に2000字程度のサマリー（概要）を掲載するとともに、ホームペー
ジ上にも簡単なサマリー（要旨）一覧の掲示やＰＤＦ（全文掲載）化等に
取り組んだ。

○「障害者雇用リファレンスサービス」については、障害者雇用のモデルと
なる先駆的で質の高い企業の取組をホームページで情報提供するほか、障
害者雇用アドバイザーによる相談・援助を通じて具体的な事例として提供
した （平成18年度末時点で712事例）。

② 障害者雇用事例等の情報収集と事業主へ ② 除外率設定業種事業主に対する支援 ②除外率設定業種事業主に対する支援
の効果的な提供を実施すること。 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部 ○除外率の引下げ（平成16年４月）を踏まえ、除外率設定業種である９業界

改正に伴い、平成１６年度から段階的に引き 団体の関係者等から構成される専門委員会を設置（平成14年度～15年度）
下げられる除外率について、今後、一層の障 し、障害者雇用を進める上での問題点や課題等の調査・分析、雇用事例の
害者雇用への取組が求められる除外率設定業 収集等を行い、その成果をもとに各業種の事例を盛り込んだマニュアル・
種事業主（団体）における具体的取組を支援 好事例集を作成したほか、セミナーの開催等による普及・啓発を図った。
するため、障害者の雇用を進める上での問題

、 （ 、 、点等の調査・分析、雇用事例の収集等を実施 ○さらに 除外率が比較的高く設定されている業種 学校教育分野 鉄道業
し、啓発資料として、マニュアル・好事例集 道路貨物運送業）ごとに業界団体の協力を得ながら専門委員会を設置する
等を中期目標期間中に５件以上作成する。 などして、障害者雇用を進める上での問題点や課題等の調査・分析、雇用

事例の収集等を行い、その成果をもとに業種別のマニュアル好事例集等を
平成15年度から18年度において計５件作成し、既に中期目標期間中の目標
を達成した。

○各年度のマニュアル・好事例集等の作成状況は以下のとおり。
（平成15年度）
・ 除外率設定業種における障害者の雇用に関するアンケート調査報告」「
・ 障害者雇用マニュアル№93 除外率設定業種における障害者の雇用促進－「

その２」
（平成16年度）
・ 障害者雇用マニュアル№95 学校教育分野における障害者雇用事例」「
（平成17年度）
・ 障害者雇用マニュアル№97 鉄道業における障害者雇用事例」「
（平成18年度）
・ 障害者雇用マニュアル№98 道路貨物運送業における障害者の雇用促進」「
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（15）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.08 3.36 3.73 3.64 3.45

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯

責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的にの

、 。っとり 適正かつ効率的な運営を図ること
、 、 、また 障害者の雇用に関する研究 調査

講習の事業、啓発の事業を効果的に実施す
ることにより、事業主の障害者雇用の取組

、 。みを支援し 障害者の雇用促進を図ること

(3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果
の事業、啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施 的な実施

③ 障害者の雇用管理に関し、障害者雇用の ③ 相談・援助業務の効果的実施 ③相談・援助業務の効果的実施
広範な知識と経験を有するアドバイザーを 障害者雇用に関する広範な知識と経験を持 ○障害者雇用に対する事業主の取組促進に資するため、平成18年度末現在で
配置するとともに、特に専門的な支援を必 った障害者雇用アドバイザーを配置するとと 障害者雇用アドバイザー１人あたり646.7件の相談援助を実施した。

、 、 、 、要とする事業主等に対しては医療、社会教 もに 必要に応じ医療 社会教育 社会福祉
育 社会福祉 工学等の専門家と連携して 工学等の専門家と連携して、事業主に対し、 ○各年度の障害者雇用アドバイザー１人あたりの相談援助件数は、以下のと、 、 、
障害者の雇用管理を容易にするための援助 的確かつ効果的な相談援助を中期目標期間中 おり年々増加しており、中期目標期間中の目標を上回る見込みである。

（ ）を実施するようにすること。 にアドバイザー１人当たり７５０件以上 ※
実施する。 平成15年度（下半期） 81.0件
（※参考：平成１４年度の実績は約１５０件 平成16年度 169.7件
であり、１割増の目標としつつ、４．５を乗 平成17年度 194.1件
じると約７５０件となる ） 平成18年度 201.9件。

そして、助言その他の援助を受けた事業所
にアンケートを実施し、有効回答のうち概ね

、７０％以上から障害者の雇用管理の改善を進 ○障害者雇用アドバイザーによる相談援助に関するアンケート調査において
める上で効果があった旨の評価が得られるよ 障害者の雇用管理の改善を進める上で効果があった旨の評価が得られた
う支援サービスの質の向上を図る。 割合は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を大きく上回る高い

評価を得た。

平成15年度 94.3％
平成16年度 88.8％
平成17年度 89.6％
平成18年度 87.1％

○障害者雇用アドバイザーの新任研修及びスキルアップのための専門研修を
実施し、課題別のグループ討議を行う等研修内容の充実を図り、支援サー
ビスの質の向上を図った。
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④ 障害者を５人以上雇用する事業所に選任 ④ 障害者職業生活相談員資格認定講習の充実 ④障害者職業生活相談員資格認定講習の充実
が義務づけられている障害者の職業生活全 障害者職業生活相談員資格認定講習の実施 ○障害者職業生活相談員資格認定講習については、毎年度各都道府県にお
般にわたる相談・指導を行う障害者職業生 に当たっては、障害者の職業生活全般にわた いて実施した。
活相談員の資格認定講習を実施すること。 る相談・指導等に必要な専門知識を付与する

ため講習内容の充実を図る。 ○大都市における受講希望者の増加に対応し、近隣他県での受講を可能とす
るよう各地方障害法人間での調整を行うとともに、再受講の希望者にはよ

。 、り高い専門知識を付与するためのブラッシュアップ講習を実施した また
講習テキストは、最新の内容となるよう改訂を重ね、CD-ROM版のほか、ホ
ームページに全文を掲載した。その他、生活相談員の役割を具体的にわか
りやすく説明したビデオを作成し、各地方障害法人に配布しその活用を指
示した。

⑤ 事業主を対象に障害者雇用に関する理解 ⑤ 雇用管理等講習等の充実 ⑤雇用管理等講習等の充実
を促すとともに、職場における障害者の指 雇用管理等に関する事業主向け講習等につ ○雇用管理等講習等については、事業主のニーズを踏まえて講習内容を柔軟
導方法等の雇用管理に関し、各種のノウハ いては、事業主や障害者の多様なニーズ、特 に設定する等により、効果的かつ効率的な実施に努めた。各年度の受講者
ウを提供することを目的として、地域のニ 性等を踏まえ、 数は、以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標を上回った。
ーズや特性等を踏まえた障害者雇用に関す
る各種の講習会を効果的に実施すること。 イ 企業の雇用・定着管理の改善のための講習 平成15年度（下半期） 12,721人

ロ 障害者の職業能力発揮のための環境整備に 平成16年度 22,656人
係る講習を適宜組み合わせ、効果的、効率的 平成17年度 23,551人
に実施する。 平成18年度 23,676人

また、障害者の適正な職場配置、障害者の
特性に応じた雇用管理等が図られるよう、障
害者職場定着推進チーム育成事業の実施に当 ○講習会の受講者にアンケート調査を実施し、障害者の雇用を進める上で
たって、障害者職場定着推進チーム未設置事 有用であった旨の評価が得られた割合は、以下のとおりであり、毎年度中
業所に対する設置勧奨及び設置された定着推 期計画の目標を大きく上回る高い評価を得た。
進チームの育成指導を継続して実施すること
とする。 平成15年度 95.5％

各種講習会については、地域のニーズに応 平成16年度 93.3％
じた特性等を踏まえつつ、毎年度平均２２， 平成17年度 93.8％
０００人以上（※ （ただし、平成１５年度 平成18年度 92.5％）
は１１，０００人以上）を対象に実施する。
（※参考：１４年度受講者数 ２０，１３４
人） ○講習受講企業を対象に、講習の具体的効果及び今後継続的支援を展開する

そして、講習会の受講者にアンケート調査 うえでの企業ニーズを把握するため、講習受講後の具体的な取組の状況に
を実施し、障害者の雇用を進める上で有用で ついて追跡調査を実施し、企業現場で効果的に活用されるよう講習内容の
あった旨の評価が概ね８０％以上得られるよ 改善に努めた。また、追跡調査にあわせてアドバイザー等の相談の希望を
うにする。 調査し、継続的な相談に結びつけた。

○障害者職場定着推進チーム育成事業については、障害者の職場適応の向上
と定着促進のため、障害者職場定着推進チーム未設置事業所に対する設置
勧奨及び設置された定着推進チームの育成指導を継続して実施した。

⑥ 障害者の雇用促進に役立つ就労支援機器 ⑥ 就労支援機器の普及・啓発 ⑥就労支援機器の普及・啓発
の貸出を行い、それらの就労支援機器の普 就労支援機器を広く事業主に普及・啓発す ○各年度の貸出事業所数及び利用率は、以下のとおりであり、毎年度中期計
及・啓発を図ること。 るため 従来のビデオやパンフレットに加え 画の目標を大きく上回った。、 、

新たにホームページを活用し効果的な普及・ 貸出事業所数 利用率
啓発活動を実施し、毎年度平均で８０（ただ
し、平成１５年度は４０）以上の事業所に就 平成15年度（下半期） 51 45.8％
労支援機器の貸出を行う。 平成16年度 94 51.9％

また、適宜アンケート調査を実施し、事業 平成17年度 113 67.5％
主のニーズを把握するとともに、効率的な業 平成18年度 145 58.3％
務を行うため、就労支援機器の利用率（全機
器の貸出累積月数／延べ保有台月数）を常態
において３６％以上（※）にする。 ○就労支援機器の貸出に関するアンケート調査を実施し、事業主のニーズの
（※参考：過去３年間の就労支援機器の平均 把握に努めると共に、寄せられた意見を参考に、貸出手続きの電子化、貸
利用率 ３２．９％） 出機器の充実等に取り組んだ。

○平成17年度に就労支援機器普及啓発ホームページを開設し、最新機器情報
の提供に努めるとともに、貸出申請書のダウンロードやメールによる貸出
・変更申請等、貸出手続きの電子化を図った。就労支援機器等は、高齢者
の就労においてもその効果が期待されることから、高齢者雇用に関するペ
ージからも就労支援機器情報にアクセスできるよう入り口を設けた。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（16）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ
64業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.17 3.64 3.73 4.00 3.

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯

責任の円滑な実現を図る観点から、障害者
の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整す
るとともに、障害者の雇用の促進等を図る
ため設けられた「障害者雇用納付金制度」
に基づく、障害者雇用納付金の徴収並びに
障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害
者特例調整金、在宅就業障害者特例報奨金
及び各種助成金の支給等の機構が実施する
納付金関係業務については、障害者の雇用
の促進に寄与するために、法律の目的にの

、 。っとり 適正かつ効率的な運営を図ること
、 、 、また 障害者の雇用に関する研究 調査

講習の事業、啓発の事業を効果的に実施す
ることにより、事業主の障害者雇用の取組

、 。みを支援し 障害者の雇用促進を図ること

(3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果
の事業、啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施 的な実施

⑦ 事業主や国民一般に対して障害者雇用の ⑦ 障害者雇用に係る啓発事業の実施 ⑦障害者雇用に係る啓発事業の実施
機運を醸成するとともに、障害者の職業的 事業主や国民一般に対して、障害者に対す ○障害者雇用促進月間を中心として、全国レベルでの障害者雇用優良事業所
自立を支援するため、障害者雇用に関する る認識を高め、その雇用の促進と職業の安定 等表彰式を毎年度実施するとともに、障害者ワークフェア等を実施した。
様々な啓発活動を展開すること。 を図るため、障害者雇用促進月間を中心とし 各年度の障害者ワークフェアの実施状況は以下のとおり。

て、全国レベルで表彰、障害者ワークフェア （平成15年度）
等の諸事業を複合的に実施する。 ・日 程：平成16年２月13日～14日

なお、ワークフェア来場者にアンケート調 ・場 所：東京都文京区
査を実施し、有効回答のうち概ね８０％以上 ・来場者：3,418人
の来場者から「良かった 「やや良かった」 （平成16年度）」、
との評価が得られるようにする。 ・日 程：平成16年10月15日～16日

このほか、各都道府県において表彰や障害 ・場 所：宮城県仙台市（アビリンピックと同時開催）
者の作業実演による啓発等の事業を実施し、 ・来場者：19,930人
障害者の雇用促進を図る。 （平成17年度）

さらに、障害者の雇用に係る諸情報を総合 ・日 程：平成17年10月29日～30日
的に掲載した啓発誌を作成し、月５４，００ ・場 所：山口県山口市（アビリンピックと同時開催）
０部（※）の発行を目指すとともに、ホーム ・来場者：23,000人
ページを通じた障害者雇用に関する情報を提 （平成18年度）
供するほか、障害者の雇用を進める上で必要 ・日 程：平成18年10月28日～29日
となる情報等についてメディア媒体を利用し ・場 所：香川県高松市（アビリンピックと同時開催）
た広報・啓発活動を展開し、広く国民の障害 ・来場者：41,000人
者雇用に対する理解を深める。
（※参考：平成１５年度予算 ５４，０００ ○障害者ワークフェア来場者へのアンケート調査において 「良かった」等の、
部） 肯定的評価が得られた割合は以下のとおりであり、毎年度中期計画の目標

を大きく上回る高い評価を得た。

平成15年度 93.6％
平成16年度 95.7％
平成17年度 98.9％
平成18年度 92.5％
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○各都道府県レベルにおいて、障害者雇用優良事業所等表彰式、障害者の作
業実演による啓発事業（地方アビリンピック）等を毎年度開催した。

○啓発誌「働く広場」を各年度毎月54,000部作成・配布し、毎年度中期計画
の目標を達成した。同誌のバックナンバーをＰＤＦ化及びテキスト化（視
覚障害者対応）し、ホームページに掲載した。また、読者アンケート等に
より広く意見や要望を把握し、誌面の企画等に反映した。
「働く広場」発行部数

平成15年度 月54,000部
平成16年度 月54,000部
平成17年度 月54,000部
平成18年度 月54,000部

○障害者雇用啓発用テレビ特別番組を毎年度企画・制作、放映したほか、テ
レビ・ラジオ・新聞等のメディア媒体を利用した広報・啓発活動を展開し
た。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（17）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた を達成するためとるべき措置 3.00 3.64 3.64 3.73 3.50

通則法第２９条第２項第３号の国民に めとるべき措置
対して提供するサービスその他の業務の
質の向上に関する事項は、次のとおりと
する。

10 障害者の技能に関する競技大会の開催に 10 障害者の技能に関する競技大会の開催に関 10 障害者の技能に関する競技大会の開催に関する事項
関する事項 する事項

障害者技能競技大会を開催することによ 障害者技能競技大会（アビリンピック）を ○国際アビリンピック開催年度であった平成15年度を除いて、全国障害者技
り、障害者が技能労働者として社会に参加 定期的（年１回、国際アビリンピック開催年 能競技大会（アビリンピック）を毎年度開催した。平成19年に静岡県で開
する自信と誇りを持つことができるよう、 を除く に開催し 成績優秀者を顕彰する 催する第７回国際アビリンピックに向け競技種目を拡充するとともに、積。） 、 。
広く障害者の職業能力に対する社会の理解 また、都道府県における障害者の職業能力 極的に選手を募集した結果、参加選手数は平成18年度末時点で延べ812人と
と認識を高め、その職業能力の向上と雇用 についての啓発を推進し特に障害者多数雇用 なり、中期目標期間中の目標である600人以上を大幅に上回った。
促進を図ること。 事業所、特例子会社及び障害者職業能力開発

このため 中期目標の期間内においては 施設等へ選手の参加を勧奨することにより、 ○各年度のアビリンピックの実施状況は以下のとおり。、 、
競技大会への参加選手を延べ６００人以上 競技大会への参加選手を延べ６００人以上 （平成16年度）第27回全国障害者技能競技大会
（※）とし、全都道府県からの選手参加を （※）とし、全都道府県からの選手参加を得 ・日 程：平成16年10月15日～17日
得ること、及び大会来場者の年々の増加を ること、及び大会来場者の年々の増加を目指 ・会 場：夢メッセみやぎ他（宮城県)
目指すこと。 す。 ・種 目 数：20種目

また、平成１９年に静岡県で開催予定の さらに、平成１９年に静岡県で開催予定の ・参加選手数：229人（46都道府県）
技能五輪・アビリンピック国際大会に向け 技能五輪・アビリンピック国際大会に向け、 ・来 場 者：19,930人、
障害者の就業の実態等に留意しつつ多様な 障害者の就業の実態等に留意しつつ多様な障 （平成17年度）第28回全国障害者技能競技大会
障害種別に対応した競技種目・定員の設定 害種別に対応した競技種目・定員の設定を行 ・日 程：平成17年10月28日～31日
を行うとともに、技能レベルの向上を図る うとともに、技能レベルの向上を図る。 ・会 場：山口県維新百年記念公園他（山口県）
こと。 なお、競技大会開催時に来場者を対象とし ・種 目 数：23種目
（※参考：平成１４年度競技大会参加選手 てアンケート調査を実施し、その結果等を踏 ・参加選手数：270人（47都道府県）
数 ２０８人。 まえ、大会の質の向上を図る。 ・来 場 者：23,000人

中期目標期間内に競技大会を３回開催す （※参考：平成１４年度競技大会参加選手数 （平成18年度）第29回全国障害者技能競技大会
る予定 ） ２０８人。 ・日 程：平成18年10月27日～29日。

中期目標期間内に競技大会を３回開催する ・会 場：サンメッセ香川他（香川県）
予定 ） ・種 目 数：32種目。

・参加選手数：313人（47都道府県）
・来 場 者：41,000人

○平成18年度の大会では、参加選手を身体障害者、知的障害者だけでなく、
精神障害者に拡大するとともに、第７回国際アビリンピックに向けて、９
種目を新たに追加した。

○障害者技能競技大会に関する来場者のアンケート調査を実施した。大会自
体の持つ意義や役割、多彩な内容等について多数の回答者から肯定的な評
価を得ると同時に、競技環境の改善や広報活動の強化等の改善要望を参考
として大会運営の改善に役立てた。

○平成19年に静岡県で開催する第７回国際アビリンピック（2007年ユニバー
サル技能五輪国際大会として第39回技能五輪国際大会と同時開催）に向け
て、財団法人2007年ユニバーサル技能五輪国際大会日本組織委員会と密接
な連携を図りつつ、競技種目をはじめ大会運営に係る各種事項について準
備を進めた。
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（18）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算、収支計画及び資金計画 ○予算執行については、業務の進捗状況及び予算執行状況を把握し、適宜見 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ
通則法第２９条第２項第４号の財務内容 直しを行った。予算、収支計画及び資金計画については、各年度の決算報 3.25 3.45 3.73 3.45 3.47

の改善に関する事項は 次のとおりとする １ 予算 別紙－１のとおり 告書のとおりである。、 。

２ 収支計画 別紙－２のとおり ○一般競争入札及び公募・企画競争の積極的な実施に努め、予算の効果的な
１ 管理業務の節減を行うとともに、効率的な 執行及び経費の節減を図った （平成15年度 37件336百万円→平成18年度。

施設運営を行うこと等により、固定的経費の ３ 資金計画 別紙－３のとおり 133件1,747百万円）
節減を図ること。

○平成16年度から平成18年度にかけて段階的に経理システムの機能拡充に努
２ 運営費交付金を充当して行う事業について め管理会計の導入及びコスト削減体制の充実整備を図った。

、「 」は 第２ 業務運営の効率化に関する事項
で定めた事項に配慮した中期計画の予算を作
成し、当該予算による運営を行うこと。

３ 障害者雇用納付金に係る積立金について ・ 障害者雇用納付金に係る積立金について ○障害者雇用納付金に係る積立金については、その一部を平成16年３月から
は、納付金が障害者の雇用に伴う、経済的な は、銀行等の健全性に配慮した運用を行うな 安全かつ効率的な運用を図るため、通則法第47条に基づき、金銭信託によ
負担の調整並びにその雇用の促進及び継続を ど、適正にその運用及び管理を行う。 る国債（10年債）ラダー型運用を実施しているところである。平成18年度
図るために、法律に基づき、事業主から徴収 末満期償還分（20億円）の運用については、今後の納付金勘定の収支見通
しているものであることに鑑み、適正にその しを勘案して流動性を確保するため３年債での運用をすることとした。
運用及び管理を行うこと。 また、金銭信託以外についても安全性を第一に全額保護される決済性預

金としているが、今後、弾力的に運用及び管理することとしている。

○各年度の運用実績については以下のとおり。

平成16年度 運用益：約1.4億円（利回り0.71％）
平成17年度 運用益：約1.5億円（利回り0.76％）
平成18年度 運用益：約1.9億円（利回り0.95％）
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高齢・障害者雇用支援機構 評価シート（19）

各事業年度評価結果 暫定評価期間
中期目標 中期計画 暫定評価期間（平成１５年度～平成１８年度）の実績報告

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ の評価

第４ 財務内容の改善に関する事項 第７ その他主務省令で定める業務運営に関す 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ
通則法第２９条第２項第４号の財務内容 る事項 3.00 3.18 3.82 3.45 3.36

、 。の改善に関する事項は 次のとおりとする

１ 管理業務の節減を行うとともに、効率的 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画
な施設運営を行うこと等により、固定的経
費の節減を図ること。

(1) 方針 (1) 方針
２ 運営費交付金を充当して行う事業につい 機構の運営に必要な人材の確保に努めると ○機構の運営に必要な優秀な人材の確保に努めるために、職員募集方法や採

ては 「第２ 業務運営の効率化に関する事 ともに、職員の専門性を高めるための研修を 用試験の面接形式等を工夫し、新規職員の採用を実施した。、
項」で定めた事項に配慮した中期計画の予 計画的に実施する。 具体的には、機構ホームページへの募集案内の掲載、採用職種全てを含め
算を作成し、当該予算による運営を行うこ 機構の業務を具体的にイメージできる新たな採用パンフレットの作成等に
と。 より、積極的に応募者の確保に努め、実際の選考においては、人物本位の

採用のために、面接を重視して３次にわたり面接試験を行った。
３ 障害者雇用納付金に係る積立金について

は、納付金が障害者の雇用に伴う、経済的 ○障害者職業カウンセラー研修検討委員会を開催し、精神障害者や発達障害
な負担の調整並びにその雇用の促進及び継 者等就職困難性の高い者に対する支援、事業主支援、関係機関との連携等
続を図るために、法律に基づき、事業主か の領域に関するカウンセラー専門研修の項目の充実・強化を図ったほか、
ら徴収しているものであることに鑑み、適 新任係長研修、職場リーダー研修において、リーダーシップ及びコミュニ
正にその運用及び管理を行うこと。 ケーション力を身につけるため、グループディスカッションを重視したカ

リキュラムに変更するなど、研修内容を充実させつつ、各年度の職員研修
計画に基づき、一般研修、専門研修等を実施し、職員の育成・資質向上を
図った。

(2) 人員に係る計画 (2) 人員に係る計画
（ ）常勤職員の人件費（精神障害者の雇用の段 ○精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに係る人員 47名

階に応じた体系的支援プログラムに係る人件 を除いて、平成18年度末の常勤職員は667名となり、期初の人員（736名）
費を除く ）の平成１４年度と比較して１３％ に比べて69名削減し、既に中期目標期間中の目標を大幅に上回る人員削減。
に相当する額と、精神障害者の雇用の段階に を実現した。
応じた体系的支援プログラムに係る常勤職員 平成15年 10月 736名
の人件費の事業開始後１年間（平成１７年度 平成16年 ３月 736名
下半期及び平成１８年度上半期）と比較して 平成17年 ３月 708名
４％に相当する額の合計額を節減する。 平成18年 ３月 668名＋47名（715名）

そのため、期末の常勤職員数（精神障害者 ※平成17年10月より新規事業（精神障害者の雇用の段階に応じ
の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム た体系的支援プログラム）に係る人員増【47名 。】
に係る人員を除く ）について期初に比べて１ 平成19年 ３月 667名＋47名（714名）。
４名削減する。

なお 「行政改革の重要方針」を踏まえ、平 ○人件費については、平成18年度末現在で、平成14年度と比較して10.3％に、
成１８年度以降の５年間において、平成１７ 相当する額と、精神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プログラムに
年度（精神障害者の雇用の段階に応じた体系 係る常勤職員の人件費の事業開始後１年間（平成17年度下半期及び平成18
的支援プログラムに係る人件費については事 年度上半期）と比較して2.0％に相当する額の合計額を節減するなど着実
業開始後1年間）を基準として５％以上の額を な削減を図り、中期目標期間中の目標を達成する見込みである。
節減するものとし、これを実現するため、現

平中期目標期間の最終年度までの間において、 ○「行政改革の重要方針」による人件費削減の取組の状況については、
成18年度末現在で、中期計画に記載されている基準額と比較して3.0平成１７年度を基準として１％以上の額（精
％に相当する額を節減し、既に中期計画の目標を達成した。神障害者の雇用の段階に応じた体系的支援プ

ログラムに係る経費を除く ）と、精神障害者。
の雇用の段階に応じた体系的支援プログラム ○人件費については、各年度とも予算の範囲内であった。
に係る人件費の事業開始後１年間と比べて１
％以上の額を合計した額を節減する。 ○人件費削減に係る給与制度改革の取組事項は以下のとおり。

(平成15年度)
・俸給の引き下げ（▲1.09％）
・役員について本俸月額の引き下げ（▲1.20％）
・配偶者に係る扶養手当の月額引き下げ（▲500円）
・住居手当の支給要件見直し（新築を除き持家にかかる手当を廃止）
(平成16年度)
・役員について本俸月額の引き下げ（▲6.0％）
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・調整手当異動保障期間の短縮
・通勤手当の支給要件見直し（１箇月単位→６箇月単位）
・寒冷地手当の支給地域の縮小、支給額の引き下げ
(平成17年度）

・俸給の引き下げ(▲0.37％)
・配偶者に係る扶養手当の月額引き下げ（▲500円）
・調整手当支給割合の引き下げ（100分の9又は100分の7から段階的引き下

げ）
・役員について特別調整手当支給割合の引き下げ（100分の12から段階的

引き下げ）
・調整手当の異動保障の廃止
・準特地勤務手当の廃止
(平成18年度)
・俸給の引き下げ(平均▲4.8％)
・役員について本俸月額の引き下げ（▲7.0％）
・賃金カーブのフラット化（中高年層については最大約７%の引き下げ）
・昇給幅の細分化と昇給抑制（１号俸を４分割し、昇給幅を分割後の３号

俸に抑制）
・俸給表及び等級の整理統合（俸給表を５表から３表へ、等級を最大８等

級から５等級へ）

○人件費削減に取り組む一方で、業務の効率的・効果的実施と職員のモチベ
ーションの維持・向上を図るため、職場単位の改善運動であるE Service
運動を平成16年度に試行実施し、平成17年度から本格実施した。

平成18年度までの３年間の運動において、238件の実施報告があり、そ
のうち、平成16年度９件、平成17年度９件、平成18年度８件の優れた取組
が表彰され、好事例として全国各施設等に周知を図った。

この結果、業務の効率化、経費の削減等の意識が浸透し、さらに、小集
団活動を通じて職員間の連帯感が増し、風通しの良い職場作りを実現する
ことが出来た。また、周知された好事例を参考に自施設に合った内容に改
訂・改善し活用する施設が増える等、運動の相乗効果が全体に波及した。

２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画
障害者の就労に関する様々な援助業務の効 ○老朽化等を勘案して計画的に施設の修繕等を行った。各年度の修繕等実施

果的かつ効率的な遂行を図るため、施設の老 状況については以下のとおり。
朽化等を勘案して、計画的な修繕等を行う。

（平成16年度）

(参考) 施設・設備の内容 実施額 財 源
（百万円）

施設・設備の内容 予算額 財 源
(百万円) （地域センター）

空調設備更新 28 施設整備費補助金
(地域センター)
空調設備更新 137 施設整備費 （平成17年度）
電気設備整備 補助金
給排水設備更新 施設・設備の内容 実施額 財 源

（百万円）

(注) 上記の計画については、業務実施状況、 （地域センター）
予見しがたい事情等を勘案し、施設整備を 空調設備更新 30 施設整備費補助金
追加又は予定額を変更することがあり得る 外壁改修。

（平成18年度）

施設・設備の内容 実施額 財 源
（百万円）

（地域センター）
空調設備更新 33 施設整備費補助金
融雪装置の設置
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